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１ 計画の進捗管理と評価について 

（１）進捗管理の考え方 

尼崎市障害者計画（第４期）については、目指すべき「基本理念」のもとに３つの

「重点課題」と９つの「基本施策」を体系付けており、計画に掲げる基本理念や重点

課題の達成を推し量るために、各基本施策に「施策目標」と「活動指標」を設定して

います。また、尼崎市障害福祉計画（第６期）については、障害福祉サービス等の提

供の確保に向けての目標設定や必要見込量を設定しています。 

この「施策目標」や「活動指標」、「必要見込量」等の進捗状況を把握していくこと

で、計画の進捗管理を行います。 

（２）評価について 

計画の進捗管理については、「施策目標」や「活動指標」などの進捗状況を把握し、

関連事業の取組や課題等について、毎年度、内部評価を行うとともに、尼崎市社会

保障審議会障害者福祉等専門分科会や尼崎市自立支援協議会、尼崎市手話言語条

例施策推進協議会において意見を聴取するなどし、評価の妥当性や改善の必要性

等について、外部評価を実施していきます。 

その内容や結果等については、「評価・管理シート」によって公表するとともに、

「ＰＤＣＡサイクル」手法により、内部評価や外部評価の意見等を今後（次年度以降）

の取組に反映させるなどし、本計画を着実に進めていくこととします。 

 【ＰＤＣＡサイクル】 

計画 改善 

実行 評価 

評価の結果を踏まえて、

見直しや改善などを 

行います。 

計画で目指していくことや 

取り組んでいくことを 

決めます。 

計画の取組を進めていきます。 計画の進み具合を確認して

評価します。 



代表的な活動指標

１

(3) 難病等に対する施策

(１) 障害福祉サービス等

(２) 相談支援体制

２

(3) こころの教育・支援

(１) 雇用機会

(２) 多様な就労

(１) 生活環境

3

(２) 防犯対策、消費者保護

(２) 行政サービス等における配慮

 ２　施策目標・活動指標一覧（令和３年度～令和８年度）

重点課題 基本施策
施策目標

現状（Ｒ１）→目標（Ｒ８)

１
保健・医療

重症心身障害児者訪問看
護療養費の助成件数

（現状）
６６４件

⇒
⇒

（目標）
２,１６０件

障害の原因となる疾病の予防・
支援等

医療、リハビリテーション

精神保健に対する施策

施策の方向性

(１)

(２)

(４)

２
福祉サービス
相談支援

サービス等利用計画（障害
児支援利用計画）の作成率

（現状）
7０.８％

⇒
⇒

（目標）
８６.3％

（目標）
１００％

３
療育・教育

障害児通所支援事業所と
通学先、支援機関との
連携状況

（現状）
６６.４％

⇒
⇒

４
雇用・就労

障害者就労支援施設の物
品等の販売会の実施回数

（現状）
１６回

⇒
⇒

市内グループホームの
定員数

（現状）
４53人

⇒
⇒

（目標）
7００人

５
生活環境
移動・交通

(１)

情報の利活用のしやすさとコ
ミュニケーション支援

防災対策

(１)（現状）
7１.９％

７
安全・安心

災害時に避難する場所の
認知度

（現状）
5８.２％

⇒
⇒

（目標）
75.7％

(１)

(２)

支
え
合
い

、

安
心
し
て
暮
ら
す
こ
と
が
共
に

で
き
る
環
境
づ
く
り

８
権利擁護

啓発・差別の解消

障害者差別解消法の
認知度

（現状）
１４.０％

⇒
⇒

市役所からの情報の
取得状況

（現状）
55.3％

⇒
⇒

移動環境

（（目標）
5０.０％

権利擁護

理解・啓発活動と差別解消

９
情報・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
行政等における配

慮
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(１)

(２)

生涯学習活動
（ｽﾎﾟｰﾂ・文化芸術・地域交流）

(２)

(１)

療育

インクルーシブ教育システム構
築のための特別支援教育

（目標）
２5回

６
生涯学習活動

身体障害者福祉センターと
身体障害者福祉会館の
利用者数

（現状）
２８,7４２人

⇒
⇒

（目標）
１,5００人

 ２



基準値

Ｒ１ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

自立支援医療（更生医療）費の助成件数 件 ６,１０６ → 5,９7０

障害者（児）医療費の助成件数 件 37０,０９5 → 35９,０８９

重症心身障害児者訪問看護療養費の助成件数 件 ６６４ 調整中

回 333 3０5

人 １４3 １7４

難病相談会・交流会活動の参加者数 人 3４7 １９

乳幼児健康診査の受診率 ％ ９６.5 ９６.7

特定健康診査の受診率 ％ 3１.４ 3１.４

（第６期尼崎市障害福祉計画において目標値及びサービス等見込量を設定） ― ―　 ― ― ―

サービス等利用計画（障害児支援利用計画）の作成率 ％ 7０.８ 7８.０

障害児保育研修の参加者数 人 ６１８ 33８

障害児通所支援事業所と通学先、支援機関との連携状況 ％ ６６.４＊ ― ―

子どもの育ち支援センター（いくしあ）における発達相談・診察件数 件 3８7 １,０33

「個別の指導計画」、「個別の教育支援計画」の作成及び活用数 件 3,２６3 ２,９００

特別支援ボランティアの配置数 名 １3１ １3６

巡回相談の実施件数 件 ４６ ６１

社会福祉施設における「トライやる・ウィーク」の実施件数 件 ８7 → １

尼崎市障害者就労・生活支援センターみのりを通じた就労者数 人 3１ ２４

障害者就労支援施設の物品等の販売会の実施回数 回 １６ １7

市内グループホームの定員数 人 ４53 55２

乗合自動車（バス）特別乗車証の利用回数 回 １,８3０,６６０ → １,5２８,８１９

福祉タクシー利用料の助成件数 件 ６０,２7０ → ４２,33４

リフト付自動車の派遣件数 件 １3,5０２ → １3,557

身体障害者福祉センターと身体障害者福祉会館の利用者数 人 ２８,7４２人 １２,６４４

生涯学習活動の実施状況 ％ １7.４＊ ー ー

尼崎市障害者（児）スポーツ大会の参加者数 人 １,２１3 中止

防災マップの作成地域数 か所 7０ 7１

福祉避難所の指定数 か所 3６ ４４

災害時に避難する場所の認知度 ％ 5８.２ ー ー

犯罪対策や消費者保護に関する講座等の開催回数 回 3６  １5

成年後見制度の認知度 ％ ２８.０＊ ー ー

障害者虐待の通報先の認知度 ％ 3１.８＊ ー ー

障害者差別解消法の認知度 ％ １４.０＊ ー ー

障害をテーマとした啓発事業等の開催回数 回 １3 ２１

ふれあい学級への参加者数 人 １９3 １６６

市役所からの情報の取得状況 ％ 55.3＊ ー ー

市民向け手話啓発講座の参加者数 人 3０ ９7

点字・録音図書の利用者数 人 ４,４7６ → 3,４９０

職員の合理的配慮に対する理解の浸透状況 ％ 5１.０  3６.０

注：「＊」のデータは、令和元年度実施のアンケート調査より。

方向性

退院促進・地域移行支援に関する相談回（人）数

実績値
活動指標

 3





３　評価・管理シートの見方

外
部
評
価

外
部
評
価

総合計画
（体系）

分野別計画
（マスタープラン）

Ａ
ｃ
ｔ

今
後
の
取
組

Ａ
ｃ
ｔ

今
後
の
取
組

市が発出する通知等の点字化を進めていくため、簡単な点字作成マニュアルを整備し関係部局に周知を図るなど、点字プリンターの
更なる活用を促していく。（①）
身体障害者福祉会館の移転にあわせて、「聴覚障害者用情報受信装置（アイ・ドラゴン４）」や「音声認識アプリケーション（声文字）」、

「音声読み上げ装置（プレクストーク）」、「視覚障害者総合情報ネットワーク（サピエ）」など情報支援に係る各種機器を設置することで、障
害特性に配慮した情報・コミュニケーション支援に係る施設機能の向上を図っていく。また、併設する身体障害者福祉センターを含め
て、障害のある人が各種講座・活動への参加や災害時も含めた各種情報の取得がしやすくなる施設運用等に取り組んでいくことで、情
報支援にも配慮した活動拠点としていく。（②）
意思疎通支援事業（派遣・養成）の安定的な運営に向けて、支援者（手話通訳・要約筆記など）の派遣単価の引上げなど処遇面の改善

や養成講座修了者の派遣登録を促すための取組等について検討していく。（②）
手話の普及等に向けては、広報冊子の配布先の拡大（市内小学校や手話サークルなど）やＳＮＳ等を活用した広報を進めていくととも

に、引き続き協議会において、効果的な講座開催等について協議していく。（②）

Ｃ
ｈ
ｅ
ｃ
ｋ

課
題

Ｃ
ｈ
ｅ
ｃ
ｋ

課
題

意思疎通支援者養成講座の修了者数は一定維持しているものの、依然として派遣登録者数は増えない状況が続いている。（②）
コロナ禍での影響もあったが、事業者向け講座等は依然として参加者数が少なく、より効果的な開催や広報の手法等を検討していかなければな
らない。（②）

●●●

Ｒ１ ●

Ｒ5 Ｒ６ 方向 Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5

Ｄ
ｏ
成
果

主な活動指標 基準値
実績値

本庁舎と身体障害者福祉センターに設置した点字プリンターを活用し、コロナワクチンの接種等に係るお知らせを点字と墨字による文書として作
成・送付することで、点字表示による発送希望者やその家族等の情報取得のしやすさにつなげた。（①）
障害特性に配慮した情報・コミュニケーション支援については、身体障害者福祉会館の移転工事にあわせて、「音声情報装置」や「フリーＷｉ-Ｆｉ」等
の設置工事を行い、施設機能の向上に取り組んだ。また、障害の種類等によって必要な施設機能や配慮等が異なることから、指定管理者である「尼
崎市身体障害者連盟福祉協会」の肢体部、聴力部、視力部のそれぞれと丁寧に協議や説明を行い、移転後の会館に設置する情報支援機器等の調整
と整理を進めた。（②）
意思疎通支援者の養成にあたっては、コロナ禍においても各養成講座の全課程を実施することで、受講者（修了者）数の確保に努めた。なお、令
和3年度の養成講座修了者数は全体で４5人であった。（②）
コロナ禍における情報支援の取組として「遠隔手話サービス」の運用を開始しているが、医療機関等において手話通訳者の同行を断られるような
事例が生じなかったため、実際の利用までは至らなかった。（②）
手話の普及等に向けては、市民向け講座の案内や普及啓発用の動画を本庁舎で流すほか、子ども向け講座の参加条件の見直しや広報を工夫した
ことにより、市民等向け啓発講座全体（２講座９回）の参加者数は９7人と大幅に増加した。また、市内の聴覚障害者団体にも意見を伺いながら、「き
こえないってどんなこと」をテーマとした人権教育啓発用リーフレットを作成し、教育機関等へ配布することで一層の理解と啓発につなげた。（②）

人 ●

Ｒ１ ● ％

取組項目 ①　●●　　②　●●　　③　●●

Ｄ
ｏ
成
果

主な活動指標 基準値
実績値

Ｒ６ Ｒ7 Ｒ８

Ｒ１ ● 人 ●

Ｒ7 Ｒ８方向 Ｒ3 Ｒ４

Ｒ１ ● ％ ● ●

Ｐ
ｌ
ａ
ｎ

施策の方向性 （１）
Ｐ
ｌ
ａ
ｎ

施策の方向性 （２） ●●

●

取組項目 ①　●●　　②　●●　　③　●●

令和４年度　尼崎市障害者計画（第４期）　評価・管理シート（令和３年度決算）

施策目標 基準値 目標値 実績値 達成率方向 （Ｒ８） Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5 Ｒ６ Ｒ7 Ｒ８
●●●●基本施策０ ●● ●●

第６次尼崎市総合計画のうち

関連する施策（１～13）を記載しています。

障害者計画以外で関連する

分野別計画（マスタープラン）を記載しています。

基本施策において設定している「施策の方向性」ごとに評価します。

「施策の方向性」で設定した「活動指標」となります。各

指標の目指す方向を矢印で示し、実績値の推移を記載して

います。

「基本施策」で設定した「施策目標」となります。各基

本施策の「活動指標」の中から代表的なものとして、令

和８年度の目標値を設定しています。

施策目標の「達成率」となります。

なお、算出式は、次のとおりとなります。

「達成率」 ＝ 実績値 ／ 目標値

●施策の方向性（取組項目）に沿って、令和３年度の主な取組（事業）の成果を単年度ベースで記載して

います。

（末尾の○数字については、関連する取組項目を指しています。）

●関連する取組（事業）のうち、基本的には以下の内容に該当するものを当該シートに記載しています。

Ⅰ 施策評価記載項目

Ⅱ 主要事業

Ⅲ 分かりやすい版障害者計画の記載項目（施策目標や活動指標に関連するもの）

Ⅳ 障害者福祉等専門分科会等の委員から公表すべきとされたもの など

●上記に記載した成果に関連する課題を記載しています。

●取組（事業）成果と課題等を踏まえて、令和４年度（今後）に取り組む（もしくは取り組んでいる）内

容について、記載しています。

●上記に記載した内部（行政）評価（成果や課題等）に対する社会保障審議会障害者福祉等専門分科会

等の委員からの意見を外部評価として記載しています。

　４



尼崎市障害者計画（第４期） 





退院促進・地域移行支援に関する相談回（人）数

Ｒ7 Ｒ８

外
部
評
価

Ｄ
ｏ
成
果

精神障害の有無や程度に関わらず、誰もが地域の一員として安心して自分らしい暮らしができるよう「精神障害にも対応した地域包括ケアシステ
ム構築推進会議」を3回開催し、当事者・家族等が抱える状況を共有することで課題の洗い出しを行った。また、措置入院中の患者が退院後も継続
的な支援を受けられるよう、継続支援チームが退院後支援計画を作成し、計画に沿った支援を実施した(Ｒ3：支援対象者１名）。（①）
ひきこもり等により自ら相談に来ることが困難な人への支援を実施するため、ユース相談支援事業の取組や当事者への聞き取り、他都市の状況

を参考に、中高年層を含めた支援体制として、ひきこもり等支援事業の制度設計を行った。（①）
自殺リスクに気づき、自殺念慮を持った人に適切に対応できる人材を育成するため、市民や教職員等に対してゲートキーパー研修を行った（Ｒ3：

９回実施、２６7人参加）。また、思春期の自殺関連行動事案に対しては、関係機関と円滑に情報共有するためのツールとして連携シートを活用する
中で、ケース対応を実施した（Ｒ3：１４件実施）。（②）

→ Ｒ１ 37０,０９5 件 35９,０８９

自立支援医療（更生医療）費の助成件数 → Ｒ１ ６,１０６ 件 5,９7０

Ａ
ｃ
ｔ

今
後
の

取
組

長期入院患者の退院ならびに地域定着を推進するため、医療、地域、行政が重層的に連携した支援を行っていく。（①）
ひきこもり等の相談によりきめ細やかな対応を行うため、プロポーザル方式により、民間の知見を活用した最適な事業を実施していく。（①）
ケース対応を迅速に進めるため、連携シートの活用方法や関係部局間の役割分担について継続的に協議を進める。（②）

Ｐ
ｌ
ａ
ｎ

施策の方向性 （２） 精神保健に対する施策

Ｄ
ｏ
成
果

令和3年7月から医療保険が適用される訪問看護療養費の自己負担分が福祉医療助成制度の助成対象となったことに伴い、利用者には文書で
案内したほか、市ホームページでの周知も行った。（ ）
地域の医療機関等との連携を進めるため、医療的ケア児等コーディネーターが尼崎総合医療センター（ＡＧMＣ）や訪問看護ステーションなど関係

機関とのカンファレンスに積極的に参加（１3回）し、退院前後からの円滑な支援につなげたほか、相談支援や生活介護の事業所ネットワーク会議に
県立障害児者リハビリテーションセンター（あまリハ）を招くことで、リハビリ事業の周知を図ることができた。（②③）

Ｒ１

取組項目 ①　医療・相談支援の充実　②　理解・知識の普及等　③　精神科救急医療への対応

主な活動指標 基準値
実績値

方向 Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5 Ｒ６

主な活動指標

令和４年度　尼崎市障害者計画（第４期）　評価・管理シート（令和３年度決算）
施策目標 基準値 目標値 実績値 達成率方向 （Ｒ８） Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5 Ｒ６ Ｒ7 Ｒ８

重症心身障害児者訪問看護療養費
の助成件数

Ｒ１ ６６４ 件 ２,１６０ １１６.3％

Ｐ
ｌ
ａ
ｎ

施策の方向性 （１） 医療、リハビリテーション

２,5１２

取組項目 ①　公的医療費助成制度の実施　②　地域の医療体制等の実施　③　リハビリテーションの充実

Ｒ６

取組項目 ①　医療・相談支援の充実　②　理解・知識の普及等

取組項目 ①　早期発見・早期支援の推進　②　健康づくりの推進

Ｐ
ｌ
ａ
ｎ

施策の方向性 （３） 難病等に対する施策

Ｐ
ｌ
ａ
ｎ

施策の方向性

Ｄ
ｏ
成
果

主な活動指標 基準値
実績値

Ｒ８

難病相談会・交流会活動の参加者数

方向 Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5 Ｒ６ Ｒ7

Ｒ１ 3６１ 人 １９

委託先と連携し、当事者が主体となった電話相談や会場での相談会を実施する予定であったが、電話相談は実施したものの、コロナ禍の影響に
より予定していた相談会等を中止した。その結果、昨年度に引き続き、当事者・家族等とつながることが出来なかった。（①）（②）

Ａ
ｃ
ｔ

課
題

難病の受給者証交付者数は増加しており、引き続き委託先と連携し相談会等を実施する必要性があることから、ＺＯＯM等での開催について検
討したが、参加者からはパソコン操作が苦手なことから、対面での開催を希望される声があった。（①）（②）

課
題

 3歳６ケ月児健診後の発達フォロー体制について、切れ目のない支援が実施できているかどうか検証する必要がある。（①）
就学時健診で気になった子どもの就学前の情報を円滑に小学校に伝える仕組みが確立していない。（①）
各施設の現場での関わり方次第で子どもの困り感が軽減するケースがあるため、施設職員のスキルアップが必要である。（①）
対象の生徒が保健指導に基づいた生活習慣の改善が継続できているかフォローが必要である。（②）

今
後
の

取
組

令和４年度については、コロナ禍の状況を踏まえた感染対策を考慮し、開催に向けた方法について検討を行う。（①）（②）

Ｒ４ Ｒ5 Ｒ６ Ｒ7 Ｒ８

Ｒ１
９６.5 ９６.7
3１.４

外
部
評
価

難病医療相談会など委託事業の実施については一定評価しているが、難病患者がもっと気軽に医療相談ができる支援体制の整備に向けて、
医療機関、行政、団体間での連携（ネットワーク）の強化や支援活動の「見える化」に注力していく必要がある。（①）（②）

Ｃ
ｈ
ｅ
ｃ
ｋ

Ｃ
ｈ
ｅ
ｃ
ｋ

分野別計画
（マスタープラン）

次世代育成支援対策推進行動計画、地域福祉計画、地域いきいき健康
プランあまがさき

外
部
評
価

成
果

主な活動指標 基準値
実績値

方向 Ｒ3

（４） 障害の原因となる疾病の予防・支援等

Ｄ
ｏ

学校教育（０3）、子ども・子育て支援（０４）、
地域福祉（０5）、健康支援(０８)

総合計画
（体系）

Ｒ7 Ｒ８

課
題

推進会議において、地域社会資源や精神障害者の現状の課題について共有を行っているが、退院後の地域生活における支援体制については、市
内に単科精神科病院がない実情を踏まえながら、医療機関や地域での支援機関との連携のあり方も含めて検討を行う必要がある。（①）
コロナの影響の長期化に伴い、経済的な問題に埋もれがちなひきこもり等の課題を発見し、よりきめ細やかな対応を行うことが必要である。（①）
研修や相談窓口カード等による啓発を実施するほか、連携シートを活用した支援について教育委員会等と協議する必要がある。（②）

障害者（児）医療費の助成件数

１４3 人 １7４

方向 Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5
基準値

実績値

333 回 3０5 乳幼児健康診査の受診率
特定健康診査の受診率

％

Ｃ
ｈ
ｅ
ｃ
ｋ

課
題

Ｃ
ｈ
ｅ
ｃ
ｋ

今
後
の

取
組

コロナ禍により休止していた「医療的ケア児支援部会」に、新たにあまリハ等をメンバーに加えて再開し、各機関の支援体制・内容や今後の課題等
について協議を進めるとともに、各サービス事業所のネットワーク会議等において、それら支援状況や地域の医療機関等との情報共有の場を積極
的に設けていくことで、地域の保健医療体制の充実につなげていく。（②③）

Ａ
ｃ
ｔ

 3歳６ケ月児健診後の発達特性のある子どものフォロー体制の見直しを関係部局と協議することで、検査は希望しないが専門的な相談を希望す
る保護者への支援ができる体制として、いくしあから南北保健福祉センターに心理士を派遣する事業を構築した。（①）
就学時健診では、９割の学校で集団面接を実施し、個別面接よりも効率的に集団生活で配慮が必要だと思われる子どもをスクリーニングすること
ができた。（①）
いくしあの専門職が訪問し、特性のある子どもへの関わり方について助言等を行うことで、各施設において支援者が子どもの特性を理解し、環境
を整えたり関わり方を工夫することで支援者の困りごとを軽減する効果があったことがアンケート結果からも確認できた。（①）
小・中学校への周知を図るため、保育所・園長会に加え、小中学校長会・教頭会・特別支援コーディネーター勉強会にて事業の周知を行い、訪問回
数が前年度より増加した。（①）
尼っこ健診は、予約可能時期を工夫したことでキャンセル率が低下し、１１歳受診率37.６％（前年比０.3ポイント上昇）、１４歳受診率２６.８％（前年
比２.7ポイント上昇）であった。また、教育委員会と情報共有し、保健指導時にリスクの高い対象の生徒に対し、「小児肥満対策事業」への参加勧奨を
行うなどの取組を実施した。（②）

外
部
評
価

Ａ
ｃ
ｔ

今
後
の
取
組

心理職を南北保健福祉センターに派遣することで、乳幼児健診後のフォロー体制の強化を図るとともに、事業検証を含めた支援体制の検討を進
める。（①）
幼保小連携を円滑に行う仕組みづくりの一環として、教育委員会と連携し就学時健診で配慮が必要だと思われる子どもの情報共有を行うモデル
校の選出を通じて支援体制の見直し等に取り組む。（①）
対象者の拡大とともに、より具体的な支援方法が提案できるよう、事前に施設の情報を共有することで、効率的・効果的な事業運営を図る。

（①）
尼っこ健診は、リスクの高い生徒が、保健指導後も生活習慣の改善に取り組めるよう、継続的な支援について引き続き教育委員会との連携を促
進させる。（②）

3１.４

健康に暮らす基本施策１ 保 健 医 療

※重症心身障害児者訪問看護療養費については、令和３年7月

から福祉医療制度の助成対象となったことから、助成対象者や

件数の計上方法に変更が生じているためＲ３実績値は参考値と

する。

※目標値等の再設定については現在調整中

　　5



Ｐ
ｌ
ａ
ｎ

施策の方向性 （１） 障害福祉サービス等 Ｐ
ｌ
ａ
ｎ

施策の方向性

令和４年度　尼崎市障害者計画（第４期）　評価・管理シート（令和３年度決算）
施策目標 基準値 目標値 実績値 達成率方向 （Ｒ８） Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5 Ｒ６ Ｒ7 Ｒ８

（２） 相談支援体制

7８.０

課
題

今回整理を進めた支援困難ケース全体（約９００人）の状況を分析した結果、概ね3/４は委託・指定相談支援事業所による支援が入っているもの
の、残る１/４は相談支援事業所につながっていないため、早期の状況把握と対応が求められる。（①）
利用計画の作成数は着実に増えているものの、特に障害児通所支援や就労継続支援の新規利用が大幅に伸びているため、全体の作成率は８割
弱に留まっている。（②）

取組項目
①　訪問系サービスの充実　②　日中活動系サービス等の充実　③　福祉用具の利用支援等
④　その他の日常生活を支援する福祉サービスの充実　⑤　サービスの質の向上等

取組項目 ①　地域での相談支援等の充実　②　ケアマネジメントの提供　③　相談員活動の充実

7８.０％

Ｄ
ｏ
成
果

障害福祉サービスと障害児通所支援サービスの支給決定者数は、令和２年末の６,４73人から令和3年度末は６,９８６人に増加（＋5１3人）してお
り、障害のある人の自立や地域生活の支援に寄与している。（①②）
新たに生活介護事業所のネットワーク会議を設置・開催し、事業所情報の把握や利用（空き）状況の公表等の取組を進めた。（②）
機器や用具の機能向上等に伴い、従前から日常生活用具の給付品目の追加等について要望を受けているため、近隣市の給付状況や先進市の取

組事例の調査とあわせて、これまでの給付実績の分析や各品目の市場価格の把握を行うなど見直しに向けた検討を進めた。（③）
【新型コロナウイルス感染症関係】
新型コロナウイルス感染症への対応については、昨年度から継続して、陽性者等が発生した事業所のサービス継続に係るかかり増し経費の助成

事業を始め、濃厚接触者等の在宅支援や一時受入れに係る市独自事業を実施し、対象となった事業所と密に連絡・調整を図りながら、コロナ禍にお
けるサービス提供体制の維持・確保に努めた。
介護従事者へのコロナワクチン優先接種については、６月に市内のサービス事業所への事前調査を実施し、その結果を基に接種会場の確保と予

約システムの導入・運用を進めるなどして、概ね7００人の従事者への早期接種につなげた。
医療機関や集団接種会場での接種が困難な重度障害のある人への優先接種については、８月に市内の生活介護事業所への事前調査を実施し、そ

の結果を基に保健所で接種医やワクチンを確保しながら、６事業所に対して職員が直接訪問し対象者の接種につなげた。
【その他】
尼崎市公共施設マネジメント基本方針（方針１：再編）の対象２施設との協議については、１０月に「あぜくら分場」の運営法人と協議し、今後、建物

譲渡と敷地売却を前提とした現地建替を検討していくことで合意が得られた。また、「あいあい分場」については、１０月に利用者家族への説明会を
開催したほか、１２月には運営法人において利用者へのアンケートを実施したことで、意向確認等を進めることができた。（②）
障害者計画・障害福祉計画の進捗管理や評価手法等の見直しについては、コロナ禍の影響や次期総合計画との整合性を図る必要等が生じたた

め、障害者福祉等専門分科会を始めとする各会議体の開催内容やスケジュールを変更し、本格的な検討は次年度へ延期することとしたが、現行の
「評価・管理シート」や当該計画に係る今後の施策展開等についての意見聴取を進めた。
【障害福祉計画（第６期）】
自立訓練（機能訓練）については、従前から支給決定者数と指定事業所数が少なく、利用期間が限定されていること等から例年の利用実績に変動

が生じやすいものとなっている。（②）

サービス等利用計画（障害児支援
利用計画）の作成率

Ｒ１ 7０.８ ％ １００

Ｄ
ｏ
成
果

支援を必要とする人の増加や諸制度の周知・普及等により、委託相談支援事業所の延べ相談回数（令和3年度２7,８９６回）は依然高い水準で推
移している。これらの相談への適切な対応・支援に向けて、あまがさき相談支援連絡会（あま相）を毎月開催し、各事業所の支援状況の共有やテーマ
別の研修・事例検討会等を行うことで支援力の向上につなげた。（①）
利用計画の作成促進や複合的な課題を抱えるケースへの対応（重層的支援体制）、それらを含めた相談支援機能の強化等に向けて、あま相で計画
未作成者の状況や課題等を把握・共有し、今後の進め方や委託相談支援事業所の役割等について協議を進めた。また、それら意見を基に本市にお
ける「支援困難ケース」の考え方（基準等）を一定整理し、各事業所への聞き取り等を踏まえてリスト化を進めた結果、相談支援ケース全体の１割強が
支援困難に該当することが分かった。（①）
サービス等利用計画と障害児支援利用計画（利用計画）の作成については、基幹相談支援センターを中心に作成状況（障害種別・利用サービス別・
事業所別など）の分析等を進め、その結果を考慮しながら、委託・指定相談支援事業所に対して作成依頼や必要な調整・助言等を行った。また、昨年
度に引き続き、未作成者が特に多い「知的障害（日中系サービス利用者）」を主な支援対象とする委託相談支援事業所との連携を進めたこと等で、
作成数は3８６人増加（5,０６２人→5,４４８人）し、作成率は7８.０％（5,４４８人/６,９８６人）となった。（②）
指定相談支援事業所のネットワーク会議を計６回（全体会２回、テーマ別開催４回）開催し、国の報酬改定（加算の創設等）や計画作成状況の共有、
医療的ケア児に係る相談支援の協力依頼等を行うほか、各事業所からのニーズを基に精神保健分野や介護保険移行期等に関する研修を行うこと
で、地域の相談支援専門員へのスキルアップ等を図った。（②）

地域いきいき健康プランあまがさき
総合計画
（体系）

健康支援（０８） 分野別計画
（マスタープラン）

外
部
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価

外
部
評
価
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日常生活用具については、給付実績の分析結果等を基に、実情にあわせた給付品目や公費負担限度額となるよう整理するとともに、当事者団体
等とも協議しながら事業内容・スキームの見直しを進めていく。（③）
【新型コロナウイルス感染症関係】
～ コロナが収束するまでの間のサービス提供体制の維持・確保に向けては、引き続き感染状況に応じた柔軟な対応に努め、既存施策の着実な

実施と事業所への迅速かつ丁寧な調整等に取り組んでいく。（①②）
【その他】
対象施設の機能移転に向けては、引き続き法人の意向や運営状況、各施設利用者の状況等も十分に考慮しつつ、土地や建物の条件等も踏まえて

関係部局等との協議・調整を進め、具体的な機能移転策をまとめていく。
障害者計画・障害福祉計画の「評価・管理シート」については、次期総合計画を始め、関連する行政計画の取組や整合性を意識しながら、引き続

き、障害者福祉等専門分科会や自立支援協議会、手話言語条例施策推進協議会等で進捗管理や評価の手法等についての意見を伺いながら、より効
果的・効率的な運用へと見直しを進めていく。
【障害福祉計画（第６期）】
自立訓練（機能訓練）については、引き続き、窓口等において相談・申請があれば、適宜サービス利用に繋げていくとともに、公設事業所について

は、令和３年度以前の利用水準となるよう指定管理者とも協議・調整を図っていく。（②）
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～ 利用計画の作成促進や相談支援機能の強化等に向けては、現行の取組を継続しつつ、基幹相談支援センターや委託相談支援事業所など本市
の「地域生活支援拠点」機能を担う中核支援機関が、より包括的かつ専門的な支援を行っていけるよう、引き続きあま相においてリスト化した支援
困難ケースや対応状況の精査を進めていく。また、その内容等を踏まえながら、当該リストの活用方法や各支援機関の役割、新たな対応策について
協議・検討していく。なお、これら支援困難ケースの中には、障害分野だけでは対応が困難な複雑・複合化した課題を抱えるケースもあるため、重層
的支援体制における支援や対応についても検討を進めていく。（①）（②）
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これまでも国通知や要望等を考慮し適宜品目を追加してきたが、各品目における公費負担限度額等の見直しまでは行っていないため、市場価格
と大きく乖離しているものも多い。（③）
【新型コロナウイルス感染症関係】
～ 変異株の流行などコロナの感染状況等の変化に伴い、必要な支援や対応等も変わっていくため、事業所の支援体制の維持・確保やワクチン

接種等にあたっては、引き続き柔軟かつ丁寧な対応が求められる。
【その他】
対象２施設において希望する事業継続方法が異なるため、それぞれの状況・事情等を勘案しつつ、一定の整合性と公平性を担保した希望移転策

を整理していかなければならない。
【障害福祉計画（第６期）】
公設施設（指定管理委託）内での自立訓練（機能訓練）事業所の運営を行っているが、令和３年度は当該施設の改修工事の実施により、運営日数

が減ったことやコロナ禍による利用控えの影響があったため、利用者数が減少しており、結果、令和３年度実績についても第６期計画値を下回って
いる。（②）
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自立して暮らす基本施策２ 福祉サービス 相談支援

各障害福祉サービスの実績値については障害福祉計画（第６期）で進捗管理
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～ 適切な発達支援の提供に資するため、令和６年４月に施行される改正児童福祉法の内容も踏まえつつ、市立の児童発達支援センター等の役
割や機能の再整理を進めるとともに、障害児通所支援の事業所間や障害福祉・保健・子ども・教育など各機関と当該事業所間の連携強化に向けて、
「（仮称）障害児通所支援事業所ネットワーク会議」の設置を検討していく。また、障害児通所支援事業所への実地指導に取り組んでいく。（①）
医療的ケア児への適切な支援に向けては、引き続きＯＪＴによる人材育成に取り組むとともに、「医療的ケア児支援部会」を再開し、現在の支援体

制や状況等を基に、病院や診療所、訪問看護ステーション等と必要な支援やサービス提供体制等について協議を進めていく。（①）
切れ目のない発達相談支援ができるよう、関係部局と協議し、役割分担を再整理する中で支援の充実を図る。（①）
継続的支援においてより効果的な手法や体制を検討するほか、参加者の増加に向けて事業周知方法の見直しや、開催場所の拡大を検討する。

（①）
医療的ケア児保育準備事業については、検討会を設置し、ガイドラインを策定するとともに、令和5年度からの公立保育所での受け入れに向けて

関係機関と協議を行う。また、法人保育施設で医療的ケア児を受け入れ、看護師等を配置し医療的ケアに従事させるための費用等を補助する。（②）

基準値
実績値

方向 Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5 Ｒ６ Ｒ7 Ｒ８

子どもの育ち支援センター（いくしあ）における発達相談・診察件数 Ｒ１

６１８ 人 33８

Ｒ６ Ｒ7

Ｄ
ｏ
成
果

児童発達支援と放課後等デイサービスの利用者数は、令和２年度の１,４９４人から令和3年度は１,８２２人と大幅に増加しており、療育や訓練等の
必要な支援につなげている（参考：令和3年度末における障害児通所支援全体の支給決定者数２,3１６人）。（①）
発達障害に係る相談について、委託相談支援事業所等における相談者数はやや減少したが、発達障害の認知の広がりやサービスニーズの高まり

等に伴い、子どもの育ち支援センター（いくしあ）における相談は増加しているため、業務連携フローや通所事業所のリストを活用して療育機関への
円滑な引継ぎを行うとともに、連携会議で当該ツールや連携状況等の評価・検証を進めた。（①）
障害児通所支援の適正給付と質の向上については、コロナ禍の影響等もあり、事業所への実地指導や連携マニュアル等の周知・啓発は見合わせ

たが、事業所が抱える課題や支援状況等の把握・共有に向け、自立支援協議会「あまっこ部会」において、市内で有志による連絡会を運営する事業
所（5か所）と意見交換を行うほか、市内の全事業所を対象とした交流会の開催企画を進めた。（①）
医療的ケア児への適切な支援に向けては、コロナ禍により部会の再開は見合わせたが、医療的ケア児等コーディネーターが対象児のリスト管理や

自宅訪問による生活状況の把握（２０名）を進めるほか、支援機関のカンファレンスにも積極的に参加し支援にあたった。（①）
障害児通所支援事業所等の支援体制等の情報を得ることで、療育機関の利用相談に活用を図った。また、南北保健福祉センターと連携し、相談後

に事業所利用手続きにつながっていない方に対しフォローを行うことで、支援が途切れないよう取り組んだ。（①）
発達特性のある子どもに相談や診察（Ｒ3：１,０33件）を行うとともに、その後も継続して支援を行った。また、子ども支援教室やペアレントトレー

ニングなどの事業を通じて保護者が子どもの姿を理解することで、子どもの行動変容や育児ストレスの軽減につなげた。（①）
保育所において医療的ケア児への支援の取組を進めるため、既に医療的ケア児を受け入れている他市に聞き取り等を行うとともに、本市におけ

る医療的ケア児の支援に関するガイドライン（たたき台）を作成した。（②）
保育士の専門性の向上に向けては、保育所職員研修（Ｒ3：２９回うち専門研修１3回）や保育士等キャリアップ研修を実施するほか、公私立保育所

施設長が保育の質の向上に向けて協議する「オールあまっ子連絡会」（５回）において、２つの合同研修を企画し、施設長向けには「防災についての学
び」を、保育士向けには「発達理解と保育について」を実施した。（②）
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～ 指定事業所や利用者が大幅に増加しているため、実地指導の実施や事業所との連携の場が強く求められている。（①）
発達に課題があるが、療育機関で療育を受けることに抵抗がある保護者とその子どもへの継続的な支援を行う仕組みが十分ではない。（①）
個別相談の希望者は年々増加してきているが、保護者支援の事業は参加者数を増やす工夫が必要である。（①）
個々の医療的ケア児に応じた看護師の配置や支援スペースの確保等のほか、利用調整に係る仕組みを構築するなど、体制整備が必要である。ま

た、医療機関等と連携を図り、医療的ケアの理解や手技等に関する研修を実施し、職員のスキルアップを図る必要がある。（②）
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取組項目
①　幼・小・中・高等学校における支援体制の整備と充実　②　早期からの相談支援と個に応じた適切な就学（就園）相談の推進
③　学校園間及び関係機関の連携（縦と横の連携）　④　あまよう特別支援学校の専門性の向上とセンター的機能の充実
⑤　教職員の専門性の向上　⑥　特別支援教育についての理解・啓発

主な活動指標

インクルーシブ教育システム推進のための特別支援教育施策の方向性 （１） 療育

Ｒ８

施策の方向性 （２）

取組項目

令和４年度　尼崎市障害者計画（第４期）　評価・管理シート（令和３年度決算）
施策目標 基準値 目標値 実績値 達成率

-
障害児通所支援事業所と通学先、

支援機関との連携状況
Ｒ１ ６６.４ ％ ８６.3 - -

方向 （Ｒ８） Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5

①　療育支援の充実　②　保育の充実　③　放課後の支援　

総合計画
（体系）

地域コミュニケーション・学び（０１）、
学校教育（０3）、子ども・子育て支援（０４）

分野別計画
（マスタープラン）

教育振興基本計画、「インクルーシブ教育システム構築のための特別支
援教育のあり方について（基本方針）、尼崎市立幼稚園教育振興プログ
ラム、次世代育成支援対策推進行動計画

外
部
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主な活動指標

１,０333８7 件

障害児保育研修の参加者数 → Ｒ１
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特別支援教育支援員を全ての小・中学校に配置することにより、教育上特別の支援を必要とする幼児児童生徒に学習上及び生活上必要な支援を
行い、個々の教育的ニーズに応じた支援と教育支援体制の充実を図る。また、全ての小・中学校において通級による指導が実施できるよう体制の整
備に取り組む。引き続き、インクルーシブ教育研修講座、特別支援教育コーディネーター研修を実施し、特別支援教育やインクルーシブな教育につい
ての理解を深め、実践的な対応力の向上をより一層図る。さらに、令和5年度からの副次的な学籍の導入に向け、特別支援学校在籍児童生徒の居
住地校交流の充実を図る。（①）（⑤）（⑥）

「特別支援教育検討会議」を設置し、学識経験者、医師、学校関係者、関係機関等により基本方針及びガイドラインを踏まえた特別支援教育
のあり方(インクルーシブ教育推進部会)や医療的ケア実施体制(医療的ケア検討部会)を検討する。また、特別支援教育を特に推進する「特別支援教
育推進モデル校」を指定し、教育委員会との連携を図りながら、特別支援教育推進モデル校の取組を市内全体に情報発信し、本市の特別支援教育
の推進につなげる。加えて幼児児童生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた教育的支援を行うことにより、幼児児童生徒に応じた学びの場で適切
な教育を受けられるように支援体制を充実させる。（①）（③）（④）（⑤）
各校園において、特別の支援を必要とする幼児児童生徒の指導、支援に活用するとともに、本市における教育・家庭・福祉の連携マニュアルを作
成し、学校、家庭、放課後等デイサービス事業所が連携し、障害のある子どもの特性を共有して、障害のある子どもの持てる力を最大限に高めるた
め、子どもに関わる大人が特性に応じて一貫した指導・支援を行う。（①）（③）
就学前教育施設に共通する教育内容の充実策や官民幼保の連携方法、特別支援教育の充実等については、今後策定を予定する「（仮称）尼崎市

就学前教育ビジョン」において、その役割や取組の方向性を示す。（②）（③）
あまよう特別支援学校の児童生徒の障害の重度化及び人工呼吸器の管理や医療的ケアの多様化により、一人ひとりの児童生徒のニーズに応じ
たよりきめ細かな医療的ケアを行い、児童生徒が安心して、安全な学校生活を送ることができるよう体制整備に取り組む。（④）

「個別の指導計画」、「個別の教育支援計画」の作成及び活用数

巡回相談の実施件数
特別支援ボランティアの配置数  Ｒ１

3,２６3
１3１
４６

件
人
件 ６１

２,９００

１3６

子ども一人ひとりの自立と社会参加を見据えて、障害のある子どもと障害のない子どもが可能な限り共に学ぶことを目指し、それぞれの子ども
が、授業内容を理解し、学習活動に参加している実感・達成感をもちながら充実した時間を過ごしつつ、生きる力を身につけていけるかどうかとい
う視点に立って環境整備や教員の専門性の向上に取り組む必要がある。（①）（⑤)
教育上特別な支援を必要とする幼児児童生徒の増加及び支援内容の多様化を踏まえ、教育支援員や生活介助員等の人的支援を整備することが
必要である。（①）
尼崎市立学校園における医療的ケア実施体制ガイドラインに基づき、教育委員会、学校、病院、関係機関等と連携して、個に応じた医療的ケア児へ
の支援体制を整える必要がある。（①）（③）（⑤）
特別な教育的支援を必要とする幼児児童生徒数が増加するとともに、一人ひとりの支援の在り方が多様化していることから、それぞれの教育的
ニーズを明確にした上で、「個別の教育支援計画」及び「個別の指導計画」等を確実に引き継ぎ、校園内及び関係機関との情報共有を図る必要があ
る。（①）
特別支援教育専門相談員への教員や保護者の相談件数が増加しており、また、低年齢児に係る相談件数も増加傾向にあるため、相談体制をより
一層充実していく必要がある。（②）
全体研修会や地区別情報交換会において、幼保小連携の取組事例の共有等を行っているが、今後は私立を含めた参加数の増加を目指すこと等
により、就学前教育施設については官民幼保施設の横の連携や小学校との縦の連携をより一層構築する必要がある。また、特別な支援を必要とす
る子どもが増加傾向にある中、就学時における情報の引継ぎなど就学前後の連携についても強化していく必要がある。（③）
あまよう特別支援学校では、幼児児童生徒数や人工呼吸器等を使用する児童生徒が増加するとともに、障害の重度化が進んでおり、必要な医療
行為も多様化していることから、研修を行うなど看護師の質の向上が不可欠である。（④）
特別な教育的支援を必要とする児童生徒が増加しているとともに、一人ひとりの教育的ニーズが多様化しており、学校園ではそれぞれの教育的
ニーズに応じた合理的配慮や基礎となる環境整備の充実が求められている。今後、特別支援学校のセンター的機能を充実させ、特別な教育的支援
が必要な幼児児童生徒に対する指導支援の方法，指導内容等の充実を図るなど、教職員の専門性を向上させる必要がある。（④）

外
部
評
価

●共生社会の実現に向け「インクルーシブ教育システムの推進」は進めていく必要があり、今後尼崎市として「インクルーシブ教育システム」をどの
ように取り組むのか、具体策について検討していく必要がある。

 ＬＤ、ＡＤＨＤ等の発達障害を有し、教育上特別な支援を必要とする幼児児童生徒が在籍する学校園に教育支援員（Ｒ3：４６校、２3名配置）を配置
し、学習面・行動面における支援の充実を図った。また、校園長及び特別支援教育コーディネーターを対象に研修を行ったことにより、本市の特別支
援教育の基本方針や取組について理解を図ることができた。（①）
尼崎市医療的ケア実施体制ガイドライン検討委員会を設置し、学識経験者、医師、学校関係者、関係機関職員等の委員から意見聴取を行い、令和
４年3月に「尼崎市立学校園における医療的ケア実施体制ガイドライン」を策定した。また、校園長及び特別支援教育コーディネーターを対象に研修
を行ったことにより、医療的ケアの理解及び医療的ケア実施体制ガイドラインを周知することができた。（①）（③）（⑤）
特別支援学級に在籍する幼児児童生徒や通級による指導の対象である幼児児童生徒、その他特別な教育的支援を必要とする幼児児童生徒を対
象に「個別の教育支援計画」及び「個別の指導計画」を作成し、一人ひとりの障害の状態や教育的ニーズに応じた支援や関係機関との連携に活用し
た。（①）
特別支援ボランティアの令和3年度登録者数は１3６名でコロナの拡大による影響があった前年度の登録者数を大きく上回ったほか、特別支援ボ
ランティア養成講座については１回実施し、参加者１６名（うち特別支援ボランティア登録予定者１０名）であった。（①）
発達専門機能強化事業においては、特別支援教育専門相談員が各園に継続して訪問指導することで、教員は援助の仕方が明確になり、保護者は
家での関わり方が明確になる等の効果が見られた。（②）
幼保小接続カリキュラムの実践モデル校園所（２か所）を設置したところ、モデル校園所の教師間の連携がさらに深まり、入学当初に児童が学校に
登校できなかったという事例はなかったなどの成果が見られた。（③）
令和3年度から新たな病院と委託契約を結び、複数人の看護師が勤務する中で、同じ看護師１人を１日中(８時間)、学校に常駐させることで、あま
よう特別支援学校の児童生徒の健康状況等について他の看護師間の引継ぎがより丁寧に行えるようになった。（④）
 ＬＤ、ＡＤＨＤ等の発達障害を有し、教育上特別な支援を必要とする幼児児童生徒についての理解、啓発及び支援の在り方について、特別支援学校
等の巡回相談員が市立幼稚園・小学校・中学校・高等学校の教員に対して巡回相談（Ｒ3：3６校園６１回）を行うことにより、特別な教育的支援が必要
な幼児児童生徒に対する指導支援の方法，指導内容等の充実を図った。（④）

Ｄ
ｏ
成
果

Ｃ
ｈ
ｅ
ｃ
ｋ

課
題

基準値
実績値

方向 Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5 Ｒ６ Ｒ7 Ｒ８

育つ・学ぶ基本施策３ 療 育 教 育
※施策の方向性（１）～（２）
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Ａ
ｃ
ｔ

今
後
の

取
組

引き続き、コロナの感染拡大防止対策を講じたうえで、キャリア教育の観点も踏まえながら、生徒にとって学校の中だけでは経験のできない貴重
な体験となるような事業を展開していく。（①）
スーパーバイザーを増員することにより教育相談カウンセラーのスキルを高めるとともに、学校へのアウトリーチを積極的に広げ、ＳＳＷ及び教育

相談カウンセラー、ＳＣが情報や課題を積極的に共有し、連携した支援体制を強化する。また、市立高等学校を含めたＳＳＷによる更なる教育相談体
制の充実を図る。（②）
教育支援室「ほっとすてっぷＥＡＳＴ・ＷＥＳＴ」においてもオンライン環境の整備を拡充することにより、対面では通級しにくい児童生徒への支援を

実施する。（②）
引き続き、支援を必要とする中学3年生に当事業が介入を提案できるよう市立中学校やこども教育支援課に協力を依頼し、情報共有の機会を増

やしていく。また、令和４年度は既存の連携機関に加えて、新たに発足した重層的支援推進事業やひきこもり等支援事業との連携や、地域課との協
働により、まだ事業につながっていない対象者に対して支援が届けられるように周知啓発に努める。（②）

Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5 Ｒ６ Ｒ7 Ｒ８

「「トライやる・ウィーク」で充実した活動ができたと感じている生徒の割合」は中学校全体では目標指数の5０％であるが、事業所での活動を行っ
た学校に限っては８４％の生徒が「充実した活動ができた」と回答していることから、自らの将来について主体的に考えていくため、地域の中で活動
することは有意義であると考える。（①）
 ＳＳＷの人材確保の課題は一定の解消は図られたが、限られた人員のため小・中学校の拠点校巡回型配置の完全実施には至っていない。また、相
談内容は多様化かつ医療的な内容が増加傾向にあり、今後は県配置であるＳＣとの連携を一層強化する必要がある。（②）
保護者等が自ら支援を探し、本事業を知る機会があった方で、ひきこもり状態も比較的重篤でない対象者からの申請が多い。ひきこもり状態が

重篤であるなど、支援を必要とする対象者に本事業について知ってもらう機会を増やしていくことが課題である。（②）

成
果

（３） こころの教育・支援

取組項目 ①　学校教育の中での福祉教育の推進　②　教育相談の充実

件 １

外
部
評
価

主な活動指標 基準値

社会福祉施設における「トライやる・ウィーク」の実施件数 →

実績値
方向

Ｒ１ ８7

「トライやる・ウィーク」については、令和3年度は、コロナの影響で事業所での職業体験ができなかった学校が多かったため、実績値が減少した
が、代替策として、各学校において、事業所の方を招いての講演会や体験活動、地域清掃活動等を行った。（①）
スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）の勤務体系を見直した（週5日勤務の設定）ことにより、学校への支援体制を充実することができた。また、教

育相談カウンセラーと指導主事が積極的に学校訪問を行い、学校やスクールカウンセラー（ＳＣ）との連携を強化することができた。（②）
不登校やひきこもり傾向の児童生徒に対して、大学生や社会人等のボランティアであるハートフルフレンドを派遣することで、自主性や社会性の

伸長を図る支援を行った。また、園田学園女子大学の社会連携推進センターと協働で研修用ハンドブックを作成し、ハートフルフレンドへの研修を行
うとともに、教職員と民間支援者等と連携した研修を開催し、質の向上を図った。（②）
教育支援室の「ほっとすてっぷＥＡＳＴ・ＷＥＳＴ」に加え、新たに「ほっとすてっぷＳＯＵＴＨ」を開設したことにより、通級児童生徒数が増加するとと

もに、対面では通級しにくい児童を自宅や学校とオンラインで繋ぐことにより学習支援を行った。（②）
令和3年度における事業申請件数は3６件であり、令和２年１月から令和４年3月末までの事業申請件数は延べ7９件となった。委託事業者による

アウトリーチ支援を実施したほか、当事者会を3６回、家族交流会を６回、啓発事業を１回開催した。また、令和3年６月に市立中学校全１7校を訪問し
てユース相談支援事業の説明をしたほか、こども教育支援課と連携して長期欠席生徒の情報を共有し、欠席日数が多くひきこもっていると推測で
きる生徒について各中学校と情報共有し、必要な生徒に本事業を提案できるよう協力を依頼した。（②）

令和４年度　尼崎市障害者計画（第４期）　評価・管理シート（令和３年度決算）

施策目標 基準値 目標値 実績値 達成率方向 （Ｒ８） Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5 Ｒ６ Ｒ7 Ｒ８
Ｐ
ｌ
ａ
ｎ

施策の方向性

障害者就労施設の物品等の販売会
の実施回数

Ｒ１ １６ 回 ２5 ６８.０％

Ｄ
ｏ

Ｃ
ｈ
ｅ
ｃ
ｋ

課
題

取組項目 ①　就労に関する支援・相談体制等の充実　　②　意企業等への支援・理解の促進

成
果

主な活動指標 基準値
実績値

Ｒ7

Ｐ
ｌ
ａ
ｎ

施策の方向性 （１） 雇用機会

①　多様な形態での就労支援　　②　販路拡大等への支援

Ｄ
ｏ

Ｒ８方向 Ｒ3 Ｒ４

Ｃ
ｈ
ｅ
ｃ
ｋ

課
題

成
果

令和3年１２月に兵庫県の「行財政運営方針の見直し（一次案）」が出され、小規模作業所の県補助金が令和４年度から段階的に減額されて、令和
7年度で廃止されることとなったため、今後の本市の対応について協議を進めた。（①）
コロナ禍で生産活動が停滞し減収している就労継続支援事業所（3か所）に対して、活動の再起に必要な事業経費の補助を行った。
障害者就労施設等の受注機会の拡大に向けて、施設の製品や役務等を紹介する専用ホームページ「ジョブリンクａｍａ」を活用し、共同受注の支援
により、発注企業（１5社・１９件）から１９施設への契約に結び付けた。また、コロナ禍により企業イベントの中止が多かったため、庁内販売「尼うぇる
フェア」の開催方法を工夫し、小規模の販売会も含めて計１7回開催した。（②）

外
部
評
価

委託就労支援機関で就労に関する各種支援を行い、コロナ禍においても２４人が一般就労につながった。また、就労系サービスの利用者数は令和
２年度の１,４２１人から令和3年度は１,5４２人と大幅に増加しており、多様な就労ニーズに応えてきている。（①）
市役所における障害者雇用として、尼崎市版チャレンジ雇用「ハートフルオフィスｕｐ×3」において7人を雇用し、一般就労へのステップアップ等に
取り組むとともに、「障害者就労チャレンジ事業」でも１４人を短期雇用し、就労実習を行った。（①）

尼崎市障害者就労・生活支援センターみのりを通じた就労者数  Ｒ１ 3１ 人 ２４

多様な就労

取組項目

外
部
評
価

就労系サービス事業所が依然増加傾向にあるなど、市内に障害者就労の場や機会が充足してきたことで、市役所での障害者就労チャレンジ事
業においては一般就労に向けた実習ではなく、主に就労意欲の喚起を目的とした利用が大半を占めている。（①）

Ｒ5 Ｒ６

１7

総合計画
（体系）

地域経済・雇用就労（１１）、行政運営 分野別計画
（マスタープラン）

障害者活躍推進計画

Ａ
ｃ
ｔ

今
後
の

取
組

障害者の就労支援にあたっては、多様な就労ニーズにも対応していくため、現行の事業・取組がより効果的かつ一体的な支援となるよう、障害
者就労チャレンジ事業の見直しを含め、委託就労支援機関の役割や機能の再整理に向けた検討を進めていく。また、現在は一般就労（就労移行支
援）を中心に開催している「就労支援ネットワーク会議」の運用方法を見直し、今後は福祉的就労（就労継続支援）や販路拡大等に関する課題につい
ても協議していく。なお、「ハートフルオフィスｕｐ×3」については雇用枠を９人に増員し、毎年3人程度の入れ替りを想定して、計画的に採用してい
く。（①）

Ａ
ｃ
ｔ

今
後
の

取
組

県補助金が廃止される令和7年度までに、市内の小規模作業所（3か所）や利用者との協議を進め、法内施設（地域活動支援センター、就労継続支
援Ｂ型）等への円滑な移行を促進するなど、利用者の社会参加機会の維持・継続に向けて支援していく。（①）
障害者の就労支援にあたっては、多様な就労ニーズにも対応していくため、現行の事業・取組がより効果的かつ一体的な支援となるよう、「障害
者就労・生活支援センターみのり」の役割や機能の再整理に向けた検討を進めていく。現在は一般就労（就労移行支援）を中心に開催している「就労
支援ネットワーク会議」の運用方法を見直し、今後は福祉的就労（就労継続支援）や販路拡大等に関する課題についても協議していく。（②）

Ｃ
ｈ
ｅ
ｃ
ｋ

課
題

Ｄ
ｏ

Ｐ
ｌ
ａ
ｎ

施策の方向性 （２）

働く基本施策４ 雇 用 就 労育つ・学ぶ基本施策３ 療 育 教 育
※施策の方向性（３）
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Ｄｏ 成果

外
部
評
価

文化ビジョン、スポーツ推進計画、地域福祉計画
総合計画
（体系）

地域コミュニティ・学び（０１）、地域福祉（０5） 分野別計画
（マスタープラン）

Ｃ
ｈ
ｅ
ｃ
ｋ

課
題

参加者の活動への参画意識の高まりは見られたものの、コロナ禍で一緒に活動する者の確保がより困難となっていることへの不安の声もあり、
参加者を地域住民や市民活動団体につなげる取組が必要となっている。（③）
ボランティアへの参加が少ない様々な層への効果的な情報発信等や、コロナ禍で活動者の受入先が減少しているため、「むすぶ」登録者等の多様
な活動志向に応じた活動先の確保が課題となっている。（③）
「多様な人（性別、年齢、障害、国籍、家庭環境など）が知り合える場をつくる」、「マイノリティ同士が悩みや思いを共有できる」、「市の各部局や

地域住民・団体と一緒に作り上げる」といった視点を意識した取組を全市へ広げていく必要がある。（③）

Ａ
ｃ
ｔ

今
後
の
取
組

移転後の会館の周知や活用に向けては、市報等への掲載に加え、自立支援協議会や市内障害者団体等を通じて他の障害種別の方等にも幅広く
利用してもらえるよう周知を図るとともに、コロナ禍で休止していた「自発的活動支援事業」を再開し、その活動場所として提案するなど積極的な会
館利用を促していく。（①）
尼崎市障害者（児）スポーツ大会の開催にあたっては、実行委員会において新たな種目の検討や効果的な周知方法について協議するなど、引き続
き、イベントの活性化に向けて検討していく。また、令和４年度についても、コロナの感染状況を踏まえて、実行委員会で協議のうえ、開催の可否を
検討する。（②）
市民の人権意識の醸成に向け、引き続きダイバーシティ推進課をはじめ他課との連携を図りながら、人権研修を実施していく。（②）
地域振興センターや市社協と連携し、「防災」等の身近に感じる地域課題をテーマに、多様な主体が参加・交流する学びの場づくりを行うととも
に、活動のきっかけとなる地域づくりの好事例の共有を行う。（③）
活動希望者の多様な活動志向に応じた活動先の確保に向け、市民活動団体の把握を進め、活動希望者と市民活動団体との交流会等を実施する
ほか、支援を必要とする個人とのマッチングを検討する。（③）
取組の中に多様な人が知り合える視点が含まれているか、マイノリティを意識しながら、庁内各課、地域住民、団体が共に場づくりに関われるよ

う地域における顔見知りのネットワークを広げていく。（③）

Ｒ１ １,２１3 人 中止尼崎市障害者（児）スポーツ大会の参加者数

尼崎市公共施設マネジメント基本方針（方針１：再編）に基づく「身体障害者福祉会館」の移転については、当該会館の指定管理者である「尼崎市身
体障害者連盟福祉協会」の役員や会員を始め、施工業者や移転先（教育・障害福祉センター）の関係者等との協議や連絡調整を丁寧に進め、令和４年
１月に改修工事を完了した。（①）
東京パラリンピックへの機運を醸成するための記念イベントとして、記念公園総合体育館や身体障害者福祉会館、尼崎城にて、聖火ビジットやパ
ラスポーツ体験会、パラスポーツのパネル展示等を実施した。事業を通じて、障害者スポーツの普及啓発や共生社会の実現に向けた理解促進に取り
組んだ。（②）
尼崎市障害者（児）スポーツ大会については、令和3年６月１１日に市内の当事者団体の代表者で構成している「尼崎市障害者（児）スポーツ大会実
行委員会」を開催し、大会開催の可否等に関して協議を行った。その結果を踏まえつつ、コロナの感染状況を鑑み、大会中止を決定した。（②）
【中央】難波の梅小学校には市内の聴覚障害を持つ子どもが入学している「こばと学級」があり、ＮＰＯ法人尼崎ろうあ協会と協力して、学校が休
みになる夏休みに地域の子どもも一緒に参加し手話に触れ、聴覚障害を身近に感じてもらう機会を作った。（②）
地域の要支援者への理解を深めるため、尼崎市社会福祉協議会（以下「市社協」という。）や障害当事者団体等と協議し、コロナ禍における支援者
と要支援者双方の想いや取組を座談会で共有し、その内容を研修動画として作成したほか、地域福祉活動を推進するため、「防災」をテーマに尾浜
地区で意見交換会を地域の会館で実施し、地域住民同士で支え合う意識の醸成につながった。（③）
「むすぶ」等では、登録者に具体的な活動を提示することで、下校時見守りや独居高齢者のごみ出し、ファミリーサポートセンター利用世帯の障害
児の通学支援活動等につなげたほか、試行的に「むすぶ」等登録者や生活支援サポーター養成講座修了者を対象とした市民活動団体との交流会を
行った。（③）
【小田】地域振興センターが、障害のある子の母親が子育ての不安や悩みを気軽に話し合える場が欲しいという声を受け、地域でつどいの場をス
タートさせた。地域担当職員が専門家としてコミュニティソーシャルワーカーの参画を依頼したことで、悩みを共に考えサポートする場にすることが
でき当事者と関係者を広くつなげることができた。（③）
【園田】地区消防団が発起人となり、地区自主防災会、小学校ＰＴＡ、地域学校協働本部、見守りネット、尼崎市社会福祉協議会（市社協）及び市が連
携して地域合同の防災訓練を実施した。市社協のつながりにより、視覚障害者の参加や、小学校にチラシを配布したことで親子の参加も多くみられ
た。（③）

Ｒ４ Ｒ5 Ｒ６ Ｒ7 Ｒ８

生涯学習活動の実施状況  Ｒ１ １7.４ ％ - -

主な活動指標 基準値
実績値

方向 Ｒ3

3０.２％

Ｐ
ｌ
ａ
ｎ

施策の方向性 （１） 生涯学習活動（スポーツ・文化芸術・地域交流）

取組項目 ①　施設の整備・改善　　②　活動機会・環境の充実　③　活動の支援　④　活動に関する情報提供の充実

身体障害者福祉センターと
身体障害者福祉会館の利用者数

Ｒ１ ２８,7４２ 人 ４１,８４８ １２,６４４

目標値 実績値 達成率方向 （Ｒ８） Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5 Ｒ６ Ｒ7 Ｒ８

Ｐ
ｌ
ａ
ｎ

施策の方向性 （１） 生活環境

Ｐ
ｌ
ａ
ｎ

施策の方向性 （２） 移動環境

令和４年度　尼崎市障害者計画（第４期）　評価・管理シート（令和３年度決算）

施策目標 基準値 目標値 実績値 達成率方向 （Ｒ８） Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5 Ｒ６ Ｒ7 Ｒ８ 施策目標 基準値

市内のグループホームの定員数 Ｒ１ ４53 人 7００ 7８.９％55２

取組項目 ①　住まいの確保等　　②　住宅のバリアフリー化　③　公共施設等のバリアフリー化

取組項目 ①　公共交通機関の整備等　　②　外出に係る支援

主な活動指標
Ｒ８方向 Ｒ６ Ｒ7

今
後
の

取
組

グループホームの整備促進に向けては、引き続き既存事業を有効に活用するとともに、各調査結果を基に今後の整備方策を策定し、「日中サー
ビス支援型グループホーム」の更なる整備を検討していく。あわせて、グループホーム利用者の重度化・高齢化にも対応していく必要があるため、指
定事業所ネットワーク会議で調査結果の共有や意見を伺いながら、既存ホーム等のバリアフリー（大規模）改修等に係る経費助成や「日中サービス支
援型グループホーム」の運営の評価等についても協議・検討を進めていく。（①）

課
題

市内事業所への調査結果をみると、多くのホームで利用者の重度化・高齢化が進み、その対応に課題を抱えている。（①）

成
果

市内グループホームの定員数については、新規開設サポート事業で８ホーム（定員3２人）に開設経費の一部を助成するなどして、令和２年度の
４９7人から令和3年度は55２人と着実に増加（＋55人）している。また、「日中サービス支援型グループホーム」の整備については、コロナ禍の影響
等で予定より遅れたものの、令和４年４月から開設できるよう整備法人と調整等を進めた。（①）
グループホームの整備促進に向けては、今後の整備方策を策定するため、前年度に実施した市内障害者団体へのアンケート調査に加えて、令和3

年度は「リレくらしサポートセンター」を通じて市内事業所（２４か所）にアンケート調査を行い、利用状況等の把握を進めた。（①）

外
部
評
価

グループホーム利用者の重度化・高齢化はもとより家族と同居している障害のある人たち（特に知的障害）の重度化・高齢化は更に進んでい
る。グループホームを希望しても入居できない、また親が介護できなくなるぎりぎりまで一緒に生活することを希望している方も多くいる。グ
ループホーム利用者の重度化・高齢化だけではなく、親と同居（在宅）の方の重度化・高齢化への対応も必要であり、親と可能な限り長く一緒に暮
らせるように地域生活を支援することも重要である。（①）

基準値
実績値

Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5

Ａ
ｃ
ｔ

Ｃ
ｈ
ｅ
ｃ
ｋ

Ｄ
ｏ

Ｄ
ｏ
成
果

Ａ
ｃ
ｔ

今
後
の

取
組

同行援護の運用変更については、令和４年４月に利用者・事業者向けの説明会を開催するなど視覚障害のある人に対して丁寧な周知等に努める
とともに、 支給決定基準（ガイドライン）等を整理して、新たな運用を開始していく。（②）

乗合自動車特別乗車証と福祉タクシーチケット、リフト付自動車チケットについては、コロナ禍により大幅に交付枚数が減少していたものの、令和
３年度実績においては概ね回復傾向にあり、日常生活における活動範囲の拡大を支援するものとして、障害のある人の社会参加の促進を図ること
ができた。（②）
視覚障害のある人の外出を支援する「同行援護」については、当事者団体等との協議を進め、運用（基準）の変更案をまとめた。（②）

Ｃ
ｈ
ｅ
ｃ
ｋ

課
題

１3,3１3

１,5２８,８１９

４２,33４
件

回

１3,557

→

総合計画
（体系）

高齢者支援（０7）、都市機能・住環境（１3）、
行政運営

分野別計画
（マスタープラン）

高齢者保健福祉計画、住まいと暮らしのための計画、地域交通計画、公
共施設保全計画、公共施設マネジメント基本方針

乗合自動車（バス）特別乗車証の利用回数 １,８3０,６６０
福祉タクシー利用料の助成件数
リフト付自動車の派遣件数

5８,２5８

外
部
評
価

Ｒ１

住まう・出かける基本施策５ 生活環境 移動・環境 地域でつながる基本施策６ 生涯学習活動

　　９



令和４年度　尼崎市障害者計画（第４期）　評価・管理シート（令和３年度決算）
施策目標 基準値 目標値 実績値 達成率方向 （Ｒ８） Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5 Ｒ６ Ｒ7 Ｒ８

災害時に避難する場所の認知度  Ｒ１ 5８.２ ％ 75.7 -

Ｐ
ｌ
ａ
ｎ

施策の方向性 （１） 防災対策
Ｐ
ｌ
ａ
ｎ

施策の方向性 （２） 防犯対策、消費者保護

- -

取組項目 ①　防災対策の充実　②　避難のための情報伝達　③　避難所の充実　④　関係機関等との連携　⑤　緊急通報等の充実 取組項目 ①　防犯対策の推進　　②　消費者トラブルの防止及び被害からの救済

主な活動指標 基準値
実績値

Ｒ６ Ｒ7 Ｒ８方向 Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5
主な活動指標 基準値

実績値

成
果

Ｄ
ｏ

Ｒ１

方向 Ｒ3 Ｒ４

Ｒ１ 3６犯罪対策や消費者保護に関する講座等の開催回数

Ｒ7 Ｒ８Ｒ5 Ｒ６

市社協、地域振興センターと連携し、「共助」の取組の必要性について理解を求め、新たに２つの社会福祉連絡協議会（連協）、１つの福祉協会が名
簿を受領（Ｒ3:２２連協、3２福祉協会）したほか、市内5地区で進めている個別避難計画作成の試行的取組では、１０件の計画を作成し、この取組を
通して当事者と地域の支援関係者、福祉専門職との平時からの緊急連絡体制や、当事者を含めた避難訓練の重要性が再確認されるなど、地域全体
の防災力の向上につながった。(①)（④）
国の避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針の改定をふまえ、本市の限られた体制の中での計画的な個別避難計画作成の考え方に

ついて、当事者団体やケアマネジャー協会、居宅介護支援事業所連絡会等の支援関係者との意見交換等を実施した。（①）（④）
自立支援協議会「あまのくらし部会」において、模擬避難所体験会の開催企画を進めたほか、コロナ禍での困りごとやそれに対する配慮・対応をま

とめ、災害時にも活用できる取組等の共有を図った。（①）
出前講座や訓練等において、ハザードマップ等を活用しマイタイムラインの作成などの啓発に取り組んだ。また、「在宅避難」や「お知り合い避難」

等の多様な避難行動を啓発する動画を作成し、市公式ＹｏｕＴｕｂｅで公開するなど防災意識の向上に取り組んだ。（①）（③）
障害のある人の災害時の情報取得につながるよう、身体障害者福祉会館の移転工事にあわせて、「自火報光警報補助装置」の設置工事を行い、施

設機能の向上に取り組んだ。（②）
災害マネジメントシステムの運用を開始し、防災総合訓練において、運用方法を検証するなど、対策本部の情報処理能力向上に努めるとともに、

ドローンを活用した訓練を関係団体と連携して行い、災害時の対応策の充実強化に取り組んだ。（②）
コロナに係る取組として、ホームページやＳＮＳ、屋外拡声器、広報車、地域での掲示による情報発信をはじめ、街頭での啓発活動を実施した。

（②）
新たな防災情報伝達システムについて、地域への事前説明を行いながら、年度内の導入に向けて着実に取組を進めた。（②）
福祉避難所の拡充に向けて、一定規模の受入れスペースがある社会福祉施設に調査を実施し、協力意向のあった7施設と協議を行い、そのうち

老人福祉施設3施設、障害福祉サービス事業所１施設の計４施設を福祉避難所に指定（Ｒ２:４０施設、Ｒ3:４４施設）するとともに、開設運営マニュア
ルの作成を支援し、２施設（Ｒ２：5施設、Ｒ3：7施設）でマニュアルが作成された。（③）
在宅高齢者等あんしん通報システム事業（あんしん通報事業）は、新たに携帯電話型機器の導入や近隣協力員を不要にするなどにより、新規加入

者が大幅に増加した（Ｒ２：33件⇒Ｒ3：１９7件）。また、要支援者システムに利用者情報の項目を追加し、民生児童委員に当該情報が記載された高
齢者名簿兼避難行動要支援者名簿の提供を行った。（⑤）

防災マップの作成地域数
福祉避難所の指定数

7０
3６

7１

Ａ
ｃ
ｔ

外
部
評
価

総合計画
（体系）

人権尊重・多文化共生（０２）、地域福祉（０5）、高齢
者支援（０7）、生活安全（０９）、消防・防災（１０）

分野別計画
（マスタープラン）

地域福祉計画、高齢者保健福祉計画、地域防災計画、国民保護計画

個別避難計画の計画的な作成等に向けて、災害リスク等に応じた対象者の把握や当事者の状況に応じた効率的な作成方法の検討を行うとと
もに、市社協、地域振興センターと連携し、地域の支援関係者等への働きかけを行う必要がある。（①）（④）
円滑な避難行動を支援するため、引き続き、防災意識の啓発に取り組む必要がある。（①）（③）
防災情報伝達システムと災害マネジメントシステムを連携させる中で効果的な情報発信等を行い、訓練を通じて分析能力を高め、操作技術の向

上に努める必要がある。また、災害時のドローンの活用についても検討を進める必要がある。（②）
引き続き、感染再拡大の防止が求められる中、多層的な伝達手段による市民等への情報発信に努める必要がある。（②）
今後、情報取得手段がない方への情報発信についてデジタル機器以外の情報伝達手段の一層の充実を検討する必要がある。（②）
あんしん通報事業については、利用が必要な高齢者等に事業等の情報が伝わるよう、効果的に事業を周知する必要がある。（⑤）

課
題

個別避難計画の試行的な取組の検証結果や国・県の指針をふまえ、個別避難計画の作成手順等を整理するとともに、要支援者システムを活用
した災害リスクの高い避難行動要支援者の把握や地域の支援関係者等への働きかけ等を通じて、個別避難計画の計画的な作成に着手する。（①）
（④）
大規模災害などに備え、防災訓練・講座等を通じて市民、事業者、民間団体等との連携を深め、防災力を高めるとともに、避難行動の指針となる

マイタイムラインの周知啓発を行う。また、指定避難場所における要配慮者室の充実については、１．１７は忘れない地域防災訓練等を通じて、検討を
行っていく。（①）（③）
移転後の会館については、併設する身体障害者福祉センターと同様に、福祉避難所として指定・運用していけるよう、指定管理者等との協議・

調整を進めていく。また、情報支援に係る各種機器を設置した移転後の会館機能も活用しながら、「あまのくらし部会」の取組を始め、災害支援に係
る各種研修や自主活動等を推進していく。
防災情報伝達システム・災害マネジメントシステム等を活用し、情報の伝達・拡散・収集に努め、防災総合訓練において検証を行い実効性の確保に

努める。また、災害時のドローンの活用に向け、情報収集に努めるとともに、関係部局と連携し導入に向けた取組を進める。
より多くの市民に迅速かつ的確に情報伝達を行うため、多層的な情報発信を行うとともに、必要に応じて、街頭での啓発活動を実施する。（②）
防災情報伝達システムの本格運用を実施するとともに、デジタル機器以外の情報伝達手段を充実させるため、災害時に人の集まる応急給水拠点

などへの掲示板の設置等、地域と連携する中でモデル事業に取り組む。（②）
引き続き、要支援者の避難先の確保に向け、福祉避難所に協力意向のあった施設との協議や指定施設のマニュアル作成支援を行う。（③）
あんしん通報事業については、各種広報媒体や地域団体等を通じて、広く周知を図っていく。（⑤）

今
後
の
取
組

Ｃ
ｈ
ｅ
ｃ
ｋ

４４
か所

外
部
評
価

Ｄ
ｏ
成
果 防犯対策に関する講座については、コロナの拡大に伴い講座申込件数が大幅に減少し、今年度の開催は１件のみであった。（①）

消費者保護に関する講座については、令和３年度から開催時に、聴覚障害のある方に対する情報支援として手話通訳者を配置しており、延べ３人
の申し込みがあった。また、視覚障害のある方に対する情報支援としては問題文の点訳対応を行っているが、点訳希望者は無かった。（②）
消費生活に関する相談方法について、電話やファックス等に加え、令和４年４月１日から市ホームページに設ける消費生活相談受付フォームで終日
申し込めるよう整備を進めた。（②）

Ｃ
ｈ
ｅ
ｃ
ｋ

課
題

今年度、障害者団体からの講座申込もあったが、開催日直前にコロナが再拡大したため団体側からの申し出により開催中止となった。講座・受講
者層の性質上開催は慎重にならざるを得ない状況にある。（①）

Ａ
ｃ
ｔ

今
後
の
取
組

年々巧妙化する詐欺の手口について兵庫県警察と連携し情報収集に努めるとともに、受講者に対して情報及び対策方法を還元することで防犯力
の向上に寄与する。（①）
令和４年４月１日から消費生活相談フォームによる申し込みを開始し、引き続き、庁内の関係部局などと連携し、相談者の環境の向上につなげる。
（②）

回 １5

安全に暮らす基本施策７ 安心・安全
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※　施策評価においては、市民意識調査（毎年実施）の回答結果を採用しているため、参考に表記する。なお、目標値年度はＲ９である。

障害者差別解消法の認知度
②全市民（※） Ｒ3 3４.２

％
5０.０ 3４.２

障害のある人 Ｒ１ １４.０ -5０.０ - -

６８.４％

令和４年度　尼崎市障害者計画（第４期）　評価・管理シート（令和３年度決算）
施策目標 基準値 目標値 実績値 達成率方向 （Ｒ８） Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5 Ｒ６ Ｒ7 Ｒ８

Ｐ
ｌ
ａ
ｎ

施策の方向性 （１） 権利擁護
Ｐ
ｌ
ａ
ｎ

施策の方向性 （２） 理解・啓発活動と差別解消

Ｒ5 Ｒ６

取組項目 ①　成年後見制度の利用等による権利擁護の推進　②　障害者虐待防止への取組 取組項目 ①　理解の促進・啓発　　②　差別解消への取組の充実

Ｄ
ｏ
成
果

主な活動指標 基準値
実績値

Ｒ６ Ｒ7 Ｒ８

成年後見制度の認知度 Ｒ１ ２８.０ ％ － －

Ｒ7 Ｒ８ 方向 Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5

Ｄ
ｏ
成
果

主な活動指標 基準値
実績値

方向 Ｒ3 Ｒ４

障害者虐待の通報先の認知度  Ｒ１ 3１.８ ％ － －

Ｒ１ １3 回 ２１障害をテーマとした啓発事業等の開催回数

Ｃ
ｈ
ｅ
ｃ
ｋ

課
題

成年後見制度の市長申立について決定までに時間が要していること、またそれにより支援者の負担が軽減されないことが課題である。（①）
成年後見制度の認知度が低く、市民や事業所等に対して、引き続き制度の周知を進めることが必要である。（①）

Ｃ
ｈ
ｅ
ｃ
ｋ

課
題

「ミーツ・ザ・福祉」は提案型事業委託制度を活用することで発展的な実施を継続しているが、同制度は原則3年間を上限とした制度で令和４年度
が再提案の最終年度となるため、令和5年度以降もこれまでの成果等を活かした事業継続が可能となるよう、委託事業者を選定していかなければ
ならない。（①）
多様化する人権問題に対応するため、「新しい視点や気づきを得る」、「地域の声や社会情勢から課題をキャッチし、市民の学びを支援する」、「地
域の学校、住民、職員などが一体となって取り組む」といった視点を意識した講座・啓発等を企画していく必要がある。（①）
「人権」を身近に感じられるよう、また、当事者意識が育まれるようテーマや内容を工夫する必要がある。（①）
コロナの影響を受け、あまよう特別支援学校の児童生徒の参加がかなわず、充分な交流はできなかった。（①）
聴覚障害のある人などを支援する事業所等とも連携を密にしながら、参加者のニーズを探り、講座の満足度を上げていくことが必要である。
（①）
参加者が固定化・高齢化しており、市報でも広報をしているが、若い世代や子ども達へのアプローチができておらず、学びや交流の場を提供でき
ていないのが現状である。また、障害のある人のみの講座ではなく、学びたいときに学びたい講座に参加できる環境を構築していくことが今後の
課題である。（①）
障害者差別解消法の認知度は、令和元年度に実施した障害がある人向けアンケート調査結果で１４.０％（参考：平成２９年7月 １１.3％）、令和3年
度に実施した市民意識調査で3４.２％となっており、依然低い状況にあるが、令和3年６月に同法が改正され、民間事業者による合理的配慮の提供
の義務化等の措置が今後3年以内に施行されることからも、一層の制度周知や啓発が求められる。（①）（②）

地域福祉計画改定において、成年後見制度利用促進を図る計画を内包させるとともに、成年後見等支援センターを権利擁護支援の地域連携ネッ
トワークにおける中核機関として位置付け、成年後見制度利用までの期間短縮等の拡充施策を取りまとめた。（①）
成年後見制度の利用にあたり申立を行う親族がない人を対象に市長申立を33件実施し、そのうち２件について受任調整を行い、家庭裁判所に

対し候補者の推薦を行った。（①）
成年後見制度の周知啓発のため、民生児童委員や居宅介護支援事業所、精神障害者家族会、生活支援サポーター養成研修などにおいて、計１０回

（Ｒ２：5回）の研修を実施した。（①）
障害者虐待防止センターにおいて、通報・相談や虐待事例の対応にあたった（Ｒ3：通報・相談件数3６件。うち、虐待認定１件）。（②）
国の報酬改定により、令和４年度から全てのサービス事業所に「虐待防止委員会」の設置等が義務付けられるため、既存のネットワーク会議（相

談・就労・地域生活）の参加事業所に加えて、障害児通所支援事業所も対象とした「合同研修会」を開催し、当該制度や今後必要となる対応等の周
知・啓発を進めた。（②）
周知方法として令和3年度は、緊急通報先を記載したウェットティッシュを作成し、窓口に設置した。（②）

ふれあい学級への参加者数
（いきいき学級・やまびこ学級・ひかり学級の参加者数）

Ｒ１ １９3 人 １６６

「市民福祉のつどい（ミーツ・ザ・福祉）」はコロナ禍での影響を考慮し、分散型かつ小規模の開催とし、創意工夫のもと様々なコンテンツ（声のない
お店やミーツ新喜劇など）を実施した。イベント当日だけではなく、企画段階から福祉や障害について考える機会や障害のある人が参加・活躍できる
場を創出し、そこに幅広い世代のボランティアが関わるなど多様な人を巻き込み実施している。（①）
人権を「思いやり・やさしさ」という心掛けの問題ではなく、自分ごととして捉えられるよう、マジョリティ特権（ある社会集団に属していることで
労なくして得られる優位性）をテーマに、オンラインと会場の同時開催で市民向け講座として実施した。若い層や聴覚障害者など、幅広い層に参加し
てもらうことができ、マジョリティ特権という新たな視点に気づくことができたとの声が寄せられた。（①）
毎年度テーマを選定し学校園を中心に広く市民に配布する啓発リーフレットの作成にあたっては、子どもと保護者が一緒に学ぶことを意識すると
ともに令和3年度は『聴覚障害』をテーマに聴覚障害のある人とのより良いコミュニケーションの取り方について学識経験者と聴覚障害のある人か
らの助言を得て作成した。また、障害を個人の問題ではなく社会の問題と考える社会モデルについて周知を図った。（①）
夏休みに親子を対象とする人権に関する学習機会の提供を行っており、令和３年度は手話体験講座と『聴覚障害』をテーマとした映画観賞会を実
施し、受講者に聴覚障害について理解を深めることに寄与した。（①）
いきいき学級（肢体）において、あまよう特別支援学校の卒業生で元日本代表の講師を招き、ユニバーサルスポーツの「ボッチャ」の体験を通し、
肢体不自由者に対する理解を深めるとともに健常者との交流を目的とした（Ｒ3：２回１１人参加）。（①）
やまびこ学級（聴覚）において、「和太鼓」の演奏や「軽スポーツ」で体を動かすことによって、参加者同士の親睦や交流を深めることができた（Ｒ
3：２回3０人参加）。（②）
ひかり学級（視覚）において、障害のある人にも市民向けの取り組みについて関心を深めてもらうことを目的に、尼崎市のＳＤＧｓの取組に関する
講座などを行った（Ｒ3：３回８０人参加）。（①）
障害者差別解消支援地域協議会を２回開催し、相談対応事例の共有や啓発パンフレットの効果的な活用等について協議を進めた。（①）（②）

総合計画
（体系）

人権尊重・多文化共生（０２）、地域福祉（０5） 分野別計画
（マスタープラン）

人権文化いきづくまちづくり計画、地域福祉計画

Ａ
ｃ
ｔ

今
後
の
取
組

～ 成年後見等支援センターの体制を強化し、「家庭裁判所への申立前から後見人候補者を選任する受任調整」、「後見人候補者の段階からの支
援参加」により、市長申立から決定までの期間短縮を図り、支援者の負担軽減を図る。また、成年後見制度の周知・啓発による理解促進を図る。（①）
活動していない養成研修修了者や候補登録者に対して、生活支援サポーター養成研修の受講勧奨や、地域のボランティア活動の窓口となる市社

協の「むすぶ」を通じた活動案内など、市民後見人候補登録者等の知識やスキル向上を図る。（①）
～ 虐待防止制度や緊急通報先の一層の周知に向けては、各事業所ネットワーク会議で、引き続き「虐待防止委員会」の設置等についての研修を

実施していく。（②）

Ａ
ｃ
ｔ

今
後
の
取
組

「ミーツ・ザ・福祉」については、障害のある人とない人の交流の促進や相互理解を深めるとともに、更なる付加価値を生み出し、より良いイベント
へとつなげていけるよう、引き続き、事業の企画過程における実行委員会や市民等との協働に取り組む。また、これまでの成果や課題等を振り返り
つつ、新たな委託事業者の選定を行う。（①）
多様化する人権課題に対応するため、市民の気づきや学びにつながる講座、啓発等を実施していくとともに、ニーズを捉えた講座・啓発等の企画
や資料作成、講師等の開拓等を行う。また、庁内外問わず、多様な団体との連携を活かした講座・啓発等を実施していく。（①）
多様化する人権問題に対応するため、幅広く様々な人権問題を取り上げ市民の気づきや学びにつながる講座、啓発等を継続的に実施してい

く。（①）
市内の聴覚障害者団体や参加者からの意見等を踏まえて、よりニーズにあった講座を探っていく。（①）
市内の視覚障害者団体からの意見等から視覚障害のある人のニーズを把握し、講座を企画検討していく。また、障害のある人もない方も一緒に
学ぶ機会を提供する。（①）
障害者差別解消法や各制度の周知・啓発に向けては、啓発パンフレットの学校等への配布や市政出前講座を実施するとともに、引き続き協議会に
おいて、障害特性や差別事例を市民に分かりやすく伝えるための啓発手法や、今後3年以内に施行される改正法の民間事業者への周知方法等につ
いて協議していく。（①）（②）

外
部
評
価

外
部
評
価

お互いを認め合う基本施策８ 権利擁護 啓発 差別の解消
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外
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Ａ
ｃ
ｔ

今
後
の
取
組

市職員の障害への理解・啓発に向けては、差別解消に関する各種制度や「職員対応要領」等を新任課長や新採職員に対する必須研修として継続し
ていくとともに、手話研修（希望制）を実施し、手話と聴覚障害のある人に対する理解を深めていく。また、日々の業務の中で心がけるべき内容や具
体例をまとめた職員ハンドブックを作成し、周知することを通じて、意識や対応力の向上を目指していく。（①）
障害者活躍推進研修では、所属長以外にも対象を広げて実施していく。（①）
市主催行事等に係る意思疎通支援者の配置など、合理的配慮の提供については、引き続き、職員研修等を実施し、今後は各担当所属での責務・
対応としていく。（①）

Ｃ
ｈ
ｅ
ｃ
ｋ

Ａ
ｃ
ｔ

今
後
の
取
組

市が発出する通知等の点字化を進めていくため、簡単な点字作成マニュアルを整備し関係部局に周知を図るなど、点字プリンターの更なる活用
を促していく。（①）
インターネットによる録音図書データのダウンロード利用が普及し、利用者は年々減少しているところではあるが、録音図書郵送貸出サービスの

需要は一定数あるため、引き続き実施していく。（①）
身体障害者福祉会館の移転にあわせて、「聴覚障害者用情報受信装置（アイ・ドラゴン４）」や「音声認識アプリケーション（声文字）」、「音声読み上げ

装置（プレクストーク）」、「視覚障害者総合情報ネットワーク（サピエ）」など情報支援に係る各種機器を設置することで、障害特性に配慮した情報・コ
ミュニケーション支援に係る施設機能の向上を図っていく。また、併設する身体障害者福祉センターを含めて、障害のある人が各種講座・活動への参
加や災害時も含めた各種情報の取得がしやすくなる施設運用等に取り組んでいくことで、情報支援にも配慮した活動拠点としていく。（②）
意思疎通支援事業（派遣・養成）の安定的な運営に向けて、支援者（手話通訳・要約筆記など）の派遣単価の引上げなど処遇面の改善や養成講座修

了者の派遣登録を促すための取組等について検討していく。また、失語症者向け意思疎通支援者の養成は、専門性が高いこと等もあり受講者数は
少ないが、失語症者の障害特性やニーズに応じた意思疎通支援の早期実施に向け、引き続き、県及び政令市・中核市と連携しながら取組を進めて
いく。（②）
手話の普及等に向けては、広報冊子の配布先の拡大（市内小学校や手話サークルなど）やＳＮＳ等を活用した広報を進めていくとともに、引き続き

協議会において、効果的な講座開催等について協議していく。（②）

課
題

利用者の高齢化やインターネットによる録音図書の普及により、利用者が減少している。（①）
移転後の会館に設置する情報支援機器等の整備や活用方法について、引き続き、指定管理者である「尼崎市身体障害者連盟福祉協会」と丁寧に

協議を行っていく必要がある。（②）
意思疎通支援者養成講座の修了者数は一定維持しているものの、依然として派遣登録者数は増えない状況が続いている。（②）
コロナ禍での影響もあったが、事業者向け講座等は依然として参加者数が少なく、より効果的な開催や広報の手法等を検討していかなければな

らない。（②）

Ｄ
ｏ

コロナ禍における情報支援の取組として、本庁舎と身体障害者福祉センターに点字プリンターを活用し、コロナワクチンの接種等に係るお知らせ
を点字と墨字による文書として作成・送付することで、点字表示による発送希望者やその家族等の情報取得のしやすさにつなげた。（①）
視覚障害のある人に点字図書（Ｒ3：利用者数４5８人）や録音図書（Ｒ3：利用者数3,０3２人）を提供し、一般図書が利用困難な市民に対しても読

書活動が行える環境を整備した。（①）
障害特性に配慮した情報・コミュニケーション支援については、身体障害者福祉会館の移転工事にあわせて、「音声情報装置」や「フリーＷｉ-Ｆｉ」等

の設置工事を行い、施設機能の向上に取り組んだ。また、障害の種類等によって必要な施設機能や配慮等が異なることから、指定管理者である「尼
崎市身体障害者連盟福祉協会」の肢体部、聴力部、視力部のそれぞれと丁寧に協議や説明を行い、移転後の会館に設置する情報支援機器等の調整
と整理を進めた。（②）
意思疎通支援者の養成にあたっては、コロナ禍においても各養成講座の全課程を実施することで、受講者（修了者）数の確保に努めた。なお、令

和3年度の養成講座修了者数は全体で４5人であった。（②）
コロナ禍における情報支援の取組として「遠隔手話サービス」の運用を開始しているが、医療機関等において手話通訳者の同行を断られるような

事例が生じなかったため、実際の利用までは至らなかった。（②）
手話の普及等に向けては、市民向け講座の案内や普及啓発用の動画を本庁舎で流すほか、子ども向け講座の参加条件の見直しや広報を工夫した

ことにより、市民等向け啓発講座全体の参加者数は大幅に増加した（Ｒ２：３講座７回・3４人⇒Ｒ3：２講座９回・９7人）。また、市内の聴覚障害者団体
にも意見を伺いながら、「きこえないってどんなこと」をテーマとした人権教育啓発用リーフレットを作成し、教育機関等へ配布することで一層の理
解と啓発につなげた。（②）

方向 Ｒ3 Ｒ４

点字・録音図書の利用者数  

市民向け手話啓発講座の参加者数 Ｒ１ 3０ 人 ９7

人 3,４９０Ｒ１ ４,４7６

Ｒ5 Ｒ６

取組項目 ①　情報提供の充実　　②　意思疎通支援の充実　　③　講座の開催 取組項目 ①　市職員等の理解と配慮　　②　選挙に関する配慮

Ｒ６ Ｒ7 Ｒ８Ｒ7 Ｒ８ 方向 Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5
主な活動指標 基準値

成
果

主な活動指標 基準値
実績値

-

Ｐ
ｌ
ａ
ｎ

施策の方向性 （１） 情報の利活用のしやすさとコミュニケーション支援
Ｐ
ｌ
ａ
ｎ

施策の方向性 （２） 行政サービス等における配慮

- -市役所からの情報の取得状況  Ｒ１ 55.3 ％ 7１.９

令和４年度　尼崎市障害者計画（第４期）　評価・管理シート（令和３年度決算）
施策目標 基準値 目標値 実績値 達成率方向 （Ｒ８） Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5 Ｒ６ Ｒ7 Ｒ８

総合計画
（体系）

地域コミュニティ・学び（０１）、人権尊重・多文化共
生（０２）、高齢者支援（０7）、行政運営

分野別計画
（マスタープラン）

人権文化いきづくまちづくり計画、高齢者保健福祉計画・介護保険事業
計画、障害者活躍推進計画、人材育成基本計画

Ｄ
ｏ
成
果

市職員の障害や障害のある人への理解促進に向けては、新任課長と新採職員を対象とした職員対応要領等の研修や手話研修を継続して開催し
た。（①）
全所属長を対象として合理的配慮をテーマに3０分の動画視聴による障害者活躍推進研修を実施したほか、障害者週間に合わせ、「合理的配慮を
学ぼう」をテーマに、事例を日替わりで庁内電子掲示板に掲載した（Ｒ3：閲覧数延べ８２４件）。（①）
市主催の講演会等における意思疎通支援者の配置について、当該事業費で対応した（Ｒ3：１件）。（①）
投票所における投票環境の向上に向けては、段差がある投票所にスロープの設置などを行うほか、投票管理者等向けの投票事務打合会において
は、障害のある人が円滑に投票するための必要な支援について周知した。（②）

Ｃ
ｈ
ｅ
ｃ
ｋ

課
題

障害者差別解消法に基づく「職員対応要領」が、全ての市職員の内部的規範となるよう、継続的に研修を通して周知を図る必要がある。（①）
障害者活躍推進計画の取組の一環として、所属長向けの合理的配慮に係る研修や掲示板を活用した啓発活動、尼崎市版チャレンジ雇用「ハートフ
ルオフィスｕｐ×3」の事業活動等により、合理的配慮を知らない職員の割合は改善してきている。（①）

外
部
評
価

実績値

％ 3６.０Ｒ１ 5１.０職員の合理的配慮に対する理解の浸透状況

伝える・知る基本施策９ 情報・コミュニケーション 行政等における配慮

　　１２



尼崎市障害福祉計画（第６期） 





※兵庫県（第６期障害福祉計画）に合わせて、評価年度中に一般就労に移行し、就労継続期間が６か月経過した人数で割合を積算することとする。

８/２7
(２９.６ ％)

１/3 １/４

施設入所者数 3９０

４０
(０.7８)
２８

(０.９3)
7

(０.5４)
5

7人以上
（１．６％）

１7人以上
（４．４％）

7 ４

(33.3 ％) (２5.０ ％)

令和５年度末における施設入所者の削減数

令和５年度末における施設入所から地域生活への移行者数

項　目

１１
(２.８ ％)
２

(０.5 ％)

Ｒ１
（基準値）

3８3人以下 3８3 37９ ―

（１.3０倍以上）
3９人以上

―

(１.１5)
４

(０.６7)
０

１０１.１％

項　目

就労移行支援等を通じた令和５年度の一般就労への
移行者数

うち、就労移行支援を通じた移行者数

うち、就労継続支援Ａ型を通じた移行者数

うち、就労継続支援Ｂ型を通じた移行者数

うち、その他を通じた移行者数

Ｒ１
（基準値）

5１

3０

１3

６

２

目標設定 （３） 福祉施設から一般就労への移行に関する目標設定

進捗率

１ １ １ １

６

目
標
・
進
捗

数　値　等 Ｒ２ Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5

Ｒ２

施設入所者の地域生活への移行に関する目標設定

目標設定 （２） 地域生活支援拠点等が有する機能の充実に関する目標設定

項　目 数　値　等

地域生活支援拠点等の確保と運営状況の検証及び検討
１か所の確保

年１回以上
の実施

目
標
・
進
捗

３か所以上
（７割以上）

１０２.６％

進捗率

医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置
市独自

会議体を設置
有 有

１33％

重症心身障害児を支援する放課後等デイサービス事業所の確保 5か所以上 ６ 7 １４０％

１００％

１２０％

3か所 3 3 １００％児童発達支援センターの設置

保育所等訪問支援を利用できる体制の構築

重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所の確保 3か所以上 ４ ４

5か所以上 5 ６

項　目 数　値　等 Ｒ２ Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5 進捗率

８８.２％

5０.０％

４２.3％

35.7％

――

１57.１％

９０.８％

令和５年度に一般就労に移行する者のうち、就労定着支援を利用
する人数（割合）（※）

４６人以上
（７割以上）

（１.２7倍以上）
６5人以上

（１.２６倍以上）
１7人以上

８人以上
（１.２3倍以上）

5９
(１.１６)
４０
(１.33)

(０.８3)
０
―
１/８

(１２.5 ％)

Ｒ3 Ｒ４

目標設定

令和５年度末における市内就労定着支援事業所のうち、就労定着
率８割以上の事業所の割合

目標設定 （４）

（１）

令和４年度　尼崎市障害福祉計画（第６期）　評価・管理シート（令和３年度決算）

種類 （１） 訪問系サービス

就労継続支援（Ａ型）

２,０８１ ２,１６８ ２,２5４ ６,００5

目
標
・
進
捗

４９,９９０ ０ ０
(１００.１９ ％) (０.００ ％) (０.００ ％)

１０１

（２） 日中活動系サービス

４,０４６
１,６８２ ０

(９８.１９ ％) (０.００ ％) (０.００ ％)

居宅介護 3２,８０5 3２,１６４ 3２,１7０
重度訪問介護

3２,４１3
１２,８１６
7１5

１,６８２ １,６９４ １,６９3
(９６.5６ ％) (９２.０7 ％) (８7.１８ ％)

5０１ 5４5
5,１75 5,００１ 3,８33

１６
１８０

行動援護 １６ ２０ ２２
同行援護 １８０ １75 １5６

Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5

１7

Ｒ１ Ｒ２

２１,5６２

２１,3９２ ２１,６7９ ２１,９7０
１,１４１

(９２.８６ ％) (９９.０４ ％) (０.００ ％) (０.００ ％)

１,４１7
６９重度訪問介護 ６９ 7８ 7４

１7,１４5

自立訓練
（生活訓練）

６１7 ６２１ ６４5 ４８６ 5０１ 5１7
3６ 37 3８ 3１ 3２ 33

１,7８7 １,６57 １,６7９ １,7０１
１０3

就労継続支援（Ｂ型）

１１,４６２ １１,８８９ １２,3１7
６7８

自立訓練
（機能訓練）

１２４ １3１ １3１ １８６
１８ １９

１,１57 １,１7４

１８7 １８８
１９ １7 １7

８

(１００.7９ ％) (０.００ ％) (０.００ ％)
１,１3０

(９９.０3 ％) (９６.４８ ％)

２１,１８3 ２１,８3６ ２２,5０5
１,１２９ １,１６６ １,２０5

就労移行支援

１,４６０ １,６２４
８5 ９４

［人/月］

実績値
［日/月］

［人/月］

２０,８75 ２１,１０９ ２１,０77
(９８.55 ％) (９６.６7 ％) (９3.６5 ％)
１,１１８ １,１２5 １,１１９

１,９４２ １,7１3 １,73４ １,757
４９,735 5０,０２８ ４９,7２０
(９7.４3 ％) (９5.5４ ％) (９２.5４ ％)

区　分 Ｈ3０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5

居宅介護
重度訪問介護
行動援護
同行援護
（重度障害者等包括支援）

5１,０４６ 5２,3６２ 53,73０ ４９,８９3 ４９,８２８ ４９,８37
１,7４２

１,４１7 １,４２１ １,４４１

１１,3２5 １２,3６２ １3,１7２
行動援護 ４3０

１,８４０

１００％
7０４ 73１

計画値

区　分

居宅介護

［日/月］
［人/月］

実績値
［日/月］

［人/月］

実績値
［日/月］

［人/月］

実績値
［日/月］

生活介護

Ｈ3０

１3

(7２.６１ ％) (7６.４９ ％) (１１９.８４ ％)

［日/月］
［人/月］

短期入所

目
標
・
進
捗

医療的ケア児支援のためのコーディネーターの配置 ４人 ４ ４

計画値
［時間/月］
［人/月］

実績値 ［時間/月］

実績値 ［人/月］

計画値
［日/月］
［人/月］

計画値
［日/月］
［人/月］

計画値
［日/月］
［人/月］

同行援護

(０.００ ％)

Ｒ5

１００.０％

１００.０％

１5

進
捗
状
況

進
捗
状
況

障害児支援の提供体制の整備等に関する目標設定

種類

Ｒ４ Ｒ5
合計

（Ｒ２以降）
進捗率数　値　等 Ｒ２ Ｒ3

２ ０ １１.８％

就労定着支援

療養介護

(１６.４４ ％) (5０.００ ％) (４０.7４ ％) (75.８６ ％) (０.００ ％)
９２

(０.００ ％)
８7９ ９１２ ９5４

(１２９.６5 ％)

１２ ４４ ４４ ４４
73 ８８ １０８ 5８

(１２４.5９ ％) (１２5.１２ ％) (１２5.４3 ％)

(１5９.６7 ％) (０.００ ％)

１,６９5 １,６１９ １,６7９ １,８４7

６7

(２６４.４９ ％) (２7１.5６ ％) (２８９.１９ ％) (１１２.5４ ％) (０.００ ％)

１,０3６

(９８.０８ ％) (１１3.００ ％) (０.００ ％)

(１２９.55 ％) (１3０.5１ ％) (１０８.４８ ％) (０.００ ％)

(１０８.35 ％)

［日/月］
［人/月］

計画値

実績値
［日/月］

［日/月］

［人/月］

実績値 ［人/月］

計画値 ［人/月］

実績値
［日/月］

［人/月］

実績値
［日/月］

［人/月］

計画値
［人/月］

計画値 ［人/月］

実績値 ［人/月］

計画値

(９６.８８ ％) (８８.5９ ％) (１０２.４5 ％) (０.００ ％) (０.００ ％)
3９3 ４０7 3４８ 355

１０４ １００

１,９４5 ２,０２２ ２,１０3 １,９９7 ２,０35 ２,０75

１,９０5 １,９5９ １,８６3 ２,０４６
４０１ ４２7 ４55 ４２６ ４４5

９０ ９3 ９６ ９１

3０ 5１ 5４
(7２.２２ ％) (８１.０８ ％) (１3４.２１ ％) (１7４.１９ ％) (０.００ ％) (０.００ ％)

(０.００ ％)
２６

項　目 数　値　等 Ｒ２ Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5 進捗率

(１１６.１０ ％) (９９.６９ ％) (９3.９６ ％) (１１１.４7 ％) (０.００ ％) (０.００ ％)
１００ ９９ １０２ １１3

(１１7.６5 ％) (１０5.3２ ％)

総合的・専門的な相談支援の実施及び地域の相談支援体制の強
化を実施する体制の確保

２か所 ２ ２ １００％

目標設定 （5） 地域生活支援拠点等が有する機能の充実に関する目標設定

目
標
・
進
捗

１5９ １８４ １55 １１7
(１２８.２3 ％) (１４０.４６ ％) (１１８.3２ ％) (６２.９０ ％) (０.００ ％) (０.００ ％)

１7 １7
(９４.４４ ％) (８９.４7 ％) (６８.４２ ％) (４7.０６ ％) (０.００ ％) (０.００ ％)

４４８ ４75 773 77６

目標設定 （６） 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築に関する目標設定

目
標
・
進
捗

項　目 数　値　等 Ｒ２ Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5 進捗率

障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の
構築

現体制の確保 有 有 １００％

(０.００ ％)

5,5８２ 5,75４ ６,２5０ ６,7６４

６,２６7 ６,5４０
１０7 １０９ １１１ 3１１ 3２６ 3４１

(０.００ ％)

１４,２８０ １４,８7６ １5,４４９ １６,９００

(１１２.６４ ％) (０.００ ％) (０.００ ％)
２８3 ２９６ 3２１ 35０

(２６８.２４ ％) (２６5.４１ ％) (２77.２８ ％)

９55 １,０００ １,０４7
１5,5９7 １６,353

(０.００ ％)
77

(０.００ ％)

(０.００ ％)

８5 ８7 ９１ ９２
(９４.４４ ％) (９3.55 ％) (９４.7９ ％) (１０１.１０ ％) (０.００ ％) (０.００ ％)

４６６

９3

(９８.００ ％) (９5.3２ ％) (7６.４８ ％) (８3.33 ％) (０.００ ％)

(９7.９４ ％)

障害福祉サービス等の提供体制の確保に係る目標 障害福祉サービス等の必要量見込みと確保の方策（１）～（２）

基本施策２

基本施策２

基本施策２

基本施策２

基本施策４

基本施策４

基本施策４

基本施策４

基本施策２ 基本施策４

基本施策２
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地域の相談支援体制の強化

障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果の共有

指導監査結果の関係市町村との共有

６

医療的ケア児支援のための
コーディネーターの配置

計画値 ［人］

実績値 ［人］ ４４ ４ ４

5
４
１
１４

Ｒ２区　分

協議の場のへの関係者の参加者数

5
5

―
１
―

実施回数

指導監査の適正な実施と関係自治体との共有体制の有
無

実施回数

４

０

7１

２

区　分

区　分

Ｒ２

―
有

―
無
―
０

―

有

―
４3８

総合的・専門的な相談支援体制

地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門的な
指導・助言

地域の相談支援事業者の人材育成の支援

計画値 ［回/年］

―

―

―

［回/年］

有

地域の相談機関との連携強化の取組
7

４０

―
０

０
１９
６
5

計画値 ［件/年］

実績値 ［人］

実績値 ［人/月］

Ｒ２

有

計画値 ［有無］ 無 無 有

１

計画値 ［有無］ 有 有 有

進
捗
状
況

Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5

計画値 ［有無］ 有 有

実績値 ［有無］ 有

有
実績値 ［有無］ 有

計画値 ［回/年］ １ １ １
実績値 ［回/年］

―
１

障害福祉サービス等に係る各種研修の活用

審査結果の活用等と事業所や関係自治体等との共有体
制

１

実績値 ［有無］ 有

計画値 ［回/年］ ９ ９ ９
実績値

計画値 ［回/年］ ２２ ２２ ２２
実績値 ［回/年］

［回/年］ ８

―
９
―

０ ０ １
実績値

保健、医療及び福祉関係者による協議の場の開催回数

協議の場における目標設定及び評価の実施回数

地域移行支援

地域定着支援

共同生活援助（グループホーム）

自立生活援助

保健
医療（精神科）
医療（精神科以外）

3６０ 3６０ 3６０
実績値 ［件/年］ ２８3

［有無］ 有 有 有
実績値 ［有無］ 有
計画値

福祉関係
当事者家族等
その他

実績値 ［人/月］

Ｒ４ Ｒ5

計画値 ［回/年］
［回/年］ 3

０ ０
計画値 ［回/年］ ６5 ６８ 7２

実績値 ［人/月］

計画値 ［回/年］

(5０.００ ％)

5
４

２―

―
―

１

33

８８

精神障害のある人の障害福祉サービスの利用者数
計画値 ［人/月］ 7 ８ ８

実績値 ［人/月］
(57.１４ ％) ０ ０

― 

―
４

２ ２

計画値 ［回/年］ １ １

計画値

実績値 ［回］ １
１

０ ０(１35.3８ ％)

(０.００ ％)

１7,６９４

１ １
２９

種類 （7） 精神保健にも対応した地域包括ケアシステムの構築

3 ６２

０ ０

種類 （８） 相談支援体制の充実・強化のための取組

進
捗
状
況

Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5

計画値 ［回/年］

(3００.００ ％)

進
捗
状
況

Ｒ3

3４ 3４［人］

Ｒ5

(０.００ ％)

計画値

実績値 ［人/月］

地域生活支援拠点等の確保と運営状況の検証及び検討

Ｒ４ Ｒ5

１

(０.００ ％)

3８3 37８ 37４

実績値 ［人/月］
3９7

進
捗
状
況

実績値
［日/月］

項目 （９） 障害福祉サービスの質を向上させるための取組

１5

5４ ６２
(3０.００ ％) (１０９.０９ ％) (２２5.００ ％) (１１０.7１ ％) (０.００ ％) (０.００ ％)

居宅訪問型児童発達支援

計画値
［日/月］ ２０ ２２ ２４

６ ２４

１

実績値
［日/月］

２８ 5８ ８９ １０7

［人/月］
２3 ４０ ６２ 7９

(１００.００ ％) (１４８.１5 ％) (２００.００ ％) (１33.９０ ％) (０.００ ％) (０.００ ％)

(９６.55 ％) (１7０.5９ ％) (２２８.２１ ％) (１１3.８3 ％) (０.００ ％) (０.００ ％)

(１０.００ ％)

5６ 7２ ８９
［人/月］ １０ １１ １２ 7 ９ １１

［人/月］

１,０3８ １,２４7
(7９.5４ ％) (１０3.９5 ％)

４,575 ４,１7２

3９ ９４ １53 ２４９
［人/月］ ２3 ２7 3１ 5９ ８６ １２5

４,77４

(９１.２０ ％) (０.００ ％)

(９２.7０ ％) (１２９.８４ ％) (０.００ ％)

5００ ４5４ ４８3 5１４
４,２４１

計画値
［人/月］

実績値
［日/月］

［人/月］

(８６.４０ ％)

3４

放課後等デイサービス

計画値
［人/月］

実績値
［日/月］

［日/月］

医療型児童発達支援

児童発達支援

計画値
［日/月］ 3,６5８ ４,０９１

(１０４.００ ％) (１１１.０7 ％)

９5９

(９２.２１ ％) (９０.5８ ％)

(９２.２９ ％) (９２.35 ％)
3６7 ４０４

3,37６ 3,77８

(１０１.０１ ％) (９１.5２ ％)

２６０ ２８１

進
捗
状
況

種類 （5） 障害児通所支援等

計画相談支援
計画値 ［人/月］

［人/月］

地域移行支援
計画値 ［人/月］

実績値 ［人/月］

１

3９８ ４４６

実績値
１ ０ １

(０.００ ％)
２ 3

進
捗
状
況

区　分 Ｈ3０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ3

２

２０7 ２35

８37

［人/月］
０ １ ２ 7自立生活援助

計画値 ［人/月］

地域定着支援
計画値 ［人/月］

［人/月］

［人/月］

実績値
［日/月］

［人/月］

［人/月］
(９０.４９ ％) (８3.7６ ％) (73.3１ ％)

１０,375 １１,６２９ １２,5０5 １４,８57

(９7.１４ ％) (7０.２7 ％) (９１.１８ ％)

項　目 数　値　等

１か所の確保

６
年１回以上
の実施

(９９.5０ ％) (９９.４９ ％) (９7.９5 ％)

(０.００ ％) (８.33 ％) (１４.２９ ％) (35０.００ ％) (０.００ ％) (０.００ ％)

(８９.４４ ％)

８ ９ ８ ４

(5０.００ ％) (０.００ ％) (２5.００ ％)

3４ 35 37 3４ 3４
２5０ ２53

４ ２ ２

(１２６.６5 ％) (０.００ ％)

Ｒ3 Ｒ４

(９９.４８ ％) (０.００ ％)

２００ ２９3 3９２ 3２２

3 ６

実績値

９２5 １,１４5 １,４１６ １,２１８ １,3８１ １,5６４
［日/月］ １０,２7１ １２,7０7 １5,7２１ １４,２９２

33 3４ ２６ 3１
(９7.０６ ％)

(８０.８６ ％)

(１００.5０ ％) (８０.８９ ％) (６９.１3 ％)

２
(６６.６7 ％) (６０.００ ％) (４４.４４ ％) (5０.００ ％) (０.００ ％)

施設入所支援
計画値 ［人/月］ 3９９ 3９5 3９１

種類 （４） 相談支援

１

実績値
２０１

(０.００ ％) (０.００ ％)
１２ １5 １８ ８ ９ ９

区　分 Ｈ3０ Ｒ１ Ｒ２

４ ４ ４
(９２.８８ ％) (８４.7９ ％) (８９.２６ ％) (１１２.００ ％) (０.００ ％) (０.００ ％)

［人/月］ 3２3 355 3９１ 35０ 37０ 3９２

(０.００ ％)(１２3.２3 ％) (１１２.１２ ％) (９９.４０ ％) (０.００ ％)
１０１ １２２ １４８

［人/月］
3００ 3０１

１０ １２ １４

１5,９０２

3４９ 3９２

２37 ２7１ ２８８

3９3 3８3 3８１

１ １ １

２5６ ２7２ ２7２

４5６ 575

Ｒ４

(5０.００ ％)

Ｒ5

(０.００ ％)

２7２

(０.００ ％) (０.００ ％)

5,４１7

４,４６3

２９ 3４

１６7

3８４ ４１１

3 3

(２7.２7 ％) (5８.33 ％)

(１０２.3８ ％) (０.００ ％)

保育所等訪問支援

計画値
［日/月］

令和４年度　尼崎市障害福祉計画（第６期）　評価・管理シート（令和３年度決算）

Ｒ１ Ｒ２ Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5区　分 Ｈ3０

１９１ ２０7［人/月］ 73 ９９ １3２ １６８

Ｒ5

種類 （3） 居住系サービス

区　分 Ｈ3０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ3 Ｒ４

共同生活援助（グループ
ホーム）

計画値

実績値
障害児相談支援

(１3８.3６ ％)

進
捗
状
況

(０.００ ％)

種類 （６） 障害児相談支援等

Ｒ２ Ｒ3

(１２８.57 ％) (０.００ ％) (０.００ ％)
3 7 ９

(０.００ ％) (０.００ ％)

(０.００ ％) (０.００ ％)

実績値
3

障害福祉サービス等の必要量見込みと確保の方策（７）～（９）障害福祉サービス等の必要量見込みと確保の方策（３）～（６）

基本施策５

基本施策１ 基本施策２

基本施策３

基本施策１

基本施策１

基本施策２

基本施策２

基本施策２
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［有無］

［有無］

有 有

有 有 有 有

有 有 有 有

5

１１ 7 3 7

４75 5１６ ４１5 ４０８

１,９０６ ４,２7８ ６,１１3 7,０４４

障害者虐待防止対策事業

医療的ケア児等総合支援事
業

精神障害にも対応した地域
包括ケアシステムの構築推
進事業

区　分 Ｈ3０ Ｒ１ Ｒ２

実績値 ［有無］

実績値

実績値

実績値

実績値

実績値

実績値

有 有 有

８ 5 １

［有無］ 無 有

進
捗
状
況

実績値

［件/年］

［件/年］

進
捗
状
況

地域活動支援センター
（市外のセンター）

種類 （９） その他の事業

障害者安心生活支援事業

訪問入浴サービス事業

日中一時支援事業

自動車運転免許取得費助成
事業

自動車改造費助成事業

Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5

有

［件/年］

［件/年］

４5６ ４６６ ４7６ 33６ 33６ 33６
(２０) (２０) (２０) (２１) (２１) (２１)

実績値
［か所］

２６ ２６ ２5 ２5
(１０) (１２) (１１) (１０)

［人/年］
3２４ 3２８ 3８5 37８
(１7) (１８) (２２) (１7)

区　分 Ｈ3０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5

3０ 3１ 3２ ２5 ２5 ２5

計画値
［か所］

［人/年］

(１２) (１２) (１２) (１１) (１１) (１１)

進
捗
状
況

種類 （７） 移動支援事業

進
捗
状
況

区　分 Ｈ3０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5

移動支援事業
実績値

［時間/年］

［人/月］

居宅生活動作補助用具
計画値 ［件/年］ １7 １８ １９ １3 １４ １４

実績値 ［件/年］
１5 １3 ８ ９

(８８.２４ ％) (7２.２２ ％) (４２.１１ ％) (６９.２3 ％) (０.００ ％) (０.００ ％)

排泄管理支援用具
計画値 ［件/年］ １１,０８5 １１,77４ １２,5０６ １０,６８２ １１,００7 １１,3４２

実績値 ［件/年］
９,7１２ １０,０６０ １０,73８ １１,４６８

(８7.６１ ％) (８5.４４ ％) (８5.８６ ％) (１０7.3６ ％) (０.００ ％) (０.００ ％)

情報・意思疎通支援用具
計画値 ［件/年］ １６４ １２８ ９3 ９９ １０5 １１２

実績値 ［件/年］
１０１ ８7 7４ ８7

(６１.5９ ％) (６7.９7 ％) (7９.57 ％) (８7.８８ ％) (０.００ ％) (０.００ ％)

在宅療養等支援用具
計画値 ［件/年］ ６４ ６４ ６４ ６7 ６８ ６８

実績値 ［件/年］
7０ ６６ ８１ ４８

(１０９.3８ ％) (１０3.１3 ％) (１２６.5６ ％) (7１.６４ ％) (０.００ ％) (０.００ ％)

自立生活支援用具
計画値 ［件/年］ １１7 １１６ １１６ １37 １４６ １57

実績値 ［件/年］
１０１ １２０ １０１ １２４

(８６.3２ ％) (１０3.４5 ％) (８7.０7 ％) (９０.5１ ％) (０.００ ％) (０.００ ％)

１９ １６ １４ 5２ 57 ６２

実績値 ［件/年］
４5 ４４ 5０ ４１

(２3６.８４ ％) (２75.００ ％) (357.１４ ％) (7８.８5 ％) (０.００ ％) (０.００ ％)

２55,7６６
(９7.４６ ％) (９８.２3 ％) (８４.９９ ％) (８１.０3 ％) (０.００ ％) (０.００ ％)
１,４57 １,４２5 １,２33 １,２35

計画値
［時間/年］ 33８,６3０ 3２3,６８０ 3０８,7０5 3１5,６3６ 3１０,９3４ 3０６,3０１
［人/月］ １,5１7 １,5２7 １,53９ １,４０４ １,3８3 １,3６２

33０,０3０ 3１7,９６６ ２６２,3６６
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項目 （１） 理解促進研修・啓発事業 種類 （６） 日常生活用具給付等事業

区　分 Ｈ3０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5

介護・訓練支援用具
計画値 ［件/年］

進
捗
状
況

区　分 Ｈ3０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ3

有
実績値 ［有無］

理解促進研修・啓発事業
計画値 ［有無］ 有 有 有

Ｒ４ Ｒ5

有 有

Ｒ４ Ｒ5

有 有

有 有 有

有 有 有 有
有 有 有 有

Ｈ3０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5

項目 （３） 相談支援事業

１０ １０ １０
実績値 ［か所］ ９ ９ １０
計画値 ［か所］ ９ １０ １０

項目 （４） 成年後見制度利用支援事業等

5
実績値 ［か所］ 5 5 5 5

障害児等療育支援事業
計画値 ［か所］ ― ― ― 5 5

住宅入居支援事業
計画値 ［有無］ ― ― ― 無 無 有
実績値 ［有無］ 無 無 無 無

― （無） （無） （無）
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区　分 Ｈ3０

(９3.7２ ％) (０.００ ％) (０.００ ％)
１,１０４
１,１7８ １,２４3 １,3１１

Ｒ１

― ― ―
― ― ― ― ―

―

(０.００ ％) (０.００ ％)
０

(０.００ ％)

２０ ２０ ２０

―

(９６.０４ ％) (９3.3２ ％) (８０.１２ ％) (８7.９６ ％) (０.００ ％) (０.００ ％)

種類 （８） 地域活動支援センター

自発的活動支援事業
計画値 ［有無］
実績値 ［有無］

基幹相談支援センター（機
能強化事業の実施）

［か所］

実績値

有

項目 （２） 自発的活動支援事業

進
捗
状
況

区　分 Ｈ3０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ3

１０
障害者相談支援事業

進
捗
状
況

区　分

２ ２ ２ ２

― ― ― ２ ２ ２

Ｒ3 Ｒ４ Ｒ5

（有） （有）
計画値

［か所］
［有無］

進
捗
状
況

区　分 Ｈ3０ Ｒ１ Ｒ２

［有無］ （有） （有） （有） （有）

（有） （有） （有） （有）

種類 （５） 意思疎通支援事業等

成年後見制度利用支援事業
（法人後見支援事業の実施）

計画値
［人/年］
［有無］

実績値
［人/年］
［有無］ （無） （無） （無） （無）

２９ 35 ４４ 55
― ―

Ｒ5

手話通訳者派遣事業
計画値 ［件/年］ １,１０１ １,１3２ １,１６４

実績値 ［件/年］

Ｒ２ Ｒ3 Ｒ４

１,０3８ ９5８ ９１２

盲ろう者向け通訳・介助員
派遣事業

計画値 ［件/年］

実績値 ［件/年］

要約筆記者派遣事業
計画値 ［件/年］

実績値 ［件/年］

手話通訳者設置事業
計画値 ［人］ ― ― ― ４

失語症者向け意思疎通支援
者派遣事業

計画値 ［件/年］
実績値 ［件/年］ ―

実績値 ［人］ 3 １ 3 ２
４ ４

手話通訳者養成事業
（うち、登録見込者数）

計画値
［人］ ― ― ―

実績値
［人］ 3２ ２８ ２４ ２０

3１ 3１ 3１
［人］ ― ― ― (3) (3) (3)

― ― ―

［人］

［人］ (０) (3) (０) (１)

［人］ (０) (3) (４)

要約筆記者養成事業
（うち、登録見込者数）

計画値
［人］

実績値

(7)
６ 7 ４ ２

7 7 7
― ― ― (7) (7)

［人］

3
― ― ― (２) (２) (２)

(１)
― ― ― 3 3

１
［人］ (１) (3) (１) (１)
［人］ 3 3 １

― ２ ２ ２
― ― ― (２) (２) (２)
― ―

― (3) (０) (１)
― 3 ０ １

盲ろう者向け通訳・介助員
養成事業
（うち、登録見込者数）

［人］
［人］

失語症者向け意思疎通支援
者養成事業
（うち、登録見込者数）

計画値
［人］
［人］

実績値
［人］
［人］

実績値

計画値

地域生活支援事業の必要量の見込みと確保の方策（５）～（９）地域生活支援事業の必要量の見込みと確保の方策（１）～（４）

基本施策８基本施策６

基本施策８

基本施策３基本施策２

基本施策８

基本施策９

基本施策２

基本施策５

基本施策４

基本施策３基本施策２ 基本施策５基本施策１ 基本施策８

基本施策５ 基本施策９
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